
事 企 法 ― ３ ７

令和４年２月１８日

人 事 院 事 務 総 長

国家公務員法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係人事院事務

総長通知の一部改正について（通知）

国家公務員法等の一部を改正する法律（令和３年法律第６１号）の施行に伴い

、関係人事院事務総長通知の一部をそれぞれ下記のとおり改正したので、令和５

年４月１日以降は、これによってください。

なお、この通知の施行に伴う経過措置については、「人事院規則１―７９（国

家公務員法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係人事院規則の整備等に関す

る人事院規則）及び「国家公務員法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係人

事院事務総長通知の一部改正について」の施行に伴う経過措置について（令和４

年２月１８日事企法―３８）」に定めるところによってください。

記

１ この通知において、「次の表により改正する」とは、第３項から第３０項ま

での表の各欄に掲げる規定を、当該規定に付した傍線又は当該規定を囲んだ破

線により改正することをいう。



２ 次項から第３０項までの表中の傍線及び破線の意義は、次に掲げるとおりと

する。

一 改正前欄に掲げる規定（前書きを含む。以下この号において同じ。）の傍

線を付した部分（以下「傍線部分」という。）でこれに対応する改正後欄に

掲げる規定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改めるこ

と。

二 改正前欄に掲げる規定の破線で囲んだ部分をこれに対応する改正後欄に掲

げる規定の破線で囲んだ部分のように改めること。

三 改正後欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正前欄に掲げる規定

の傍線部分がないものは、これを加えること。

四 改正前欄に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線部分がないものは、これを削ること。

３ 「人事院規則１―３４（人事管理文書の保存期間）の運用について（平成１

８年１２月１５日事企法―６６８）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 人事院規則１―３４（人事管理 １ 人事院規則１―３４（人事管理

文書の保存期間）（以下「規則１ 文書の保存期間）（以下「規則１

―３４」という。）第３条の人事 ―３４」という。）第３条の人事

院が定める人事管理文書（規則１ 院が定める人事管理文書（規則１

―３４第２条に規定する人事管理 ―３４第２条に規定する人事管理

文書をいう。以下同じ。）は、次 文書をいう。以下同じ。）は、次

の表に掲げる人事管理文書とし、 の表に掲げる人事管理文書とし、

その保存期間は、その区分に応じ その保存期間は、その区分に応じ

、それぞれ同表の基準日の欄に掲 、それぞれ同表の基準日の欄に掲

げる日の属する年度の翌年度の４ げる日の属する年度の翌年度の４

月１日（同日以外の日を起算日と 月１日（同日以外の日を起算日と



することが人事管理文書の適切な することが人事管理文書の適切な

管理に資すると認められる場合に 管理に資すると認められる場合に

は、同欄に掲げる日から１年以内 は、同欄に掲げる日から１年以内

の日）から起算して同表の保存期 の日）から起算して同表の保存期

間の欄に掲げる期間（当該期間以 間の欄に掲げる期間（当該期間以

上の期間保存することが人事管理 上の期間保存することが人事管理

文書の適切な管理に資すると認め 文書の適切な管理に資すると認め

られる場合には、当該期間以上の られる場合には、当該期間以上の

期間）とする。 期間）とする。

人事管理文書の区分 基準日 保存 人事管理文書の区分 基準日 保存

期間 期間

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

給実甲第 第２３条関 取得の日 ５年 給実甲第 第２３条関 取得の日 ５年

２８号（ 係第５項の ２８号（ 係第５項の

一般職の 項第１号の 一般職の 協議に関す

職員の給 協議に関す 職員の給 る文書等

与に関す る文書等 与に関す

る法律の る法律の

運用方針 運用方針

） ）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

給実甲第 第２項の通 通知した ５年 給実甲第 第２項の通 通知した ５年

１０７８ 知の文書等 日 １０７８ 知の文書等 日

号（本府 の写し 号（本府 の写し

省業務調 省業務調

整手当の 整手当の

運用につ 運用につ

いて） いて）

給実甲第 規則第３条 取得の日 ５年

１２９５ 関係第１項

号（給与 第２号若し

法附則第 くは第３項



８項の規 第２号、規

定による 則第５条関

俸給月額 係第１項第

の運用に ２号又は規

ついて） 則第７条関

係第２項の

承認に関す

る文書等

その他の事

項第２項の

報告の文書

等

給実甲第 その他の事 作成の日 １０年

１２９６ 項第２項の

号（人事 調書等

院規則９ 第４条関係 取得の日 ５年

―１４８ 第２項から

（給与法 第４項まで

附則第１ 、第６条関

０項、第 係第２項か

１２項又 ら第４項ま

は第１３ で、第７条

項の規定 関係第１項

による俸 第２号若し

給）の運 くは第２項

用につい 第２号、第

て） ８条関係第

１項第２号

若しくは第

２項第２号

、第９条関

係第２項若

しくは第３

項、第１０

条関係第１

項若しくは

第２項又は



第１１条関

係第１項か

ら第３項ま

での承認に

関する文書

等

その他の事 通知した ５年

項第１項の 日

通知書等の

写し

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

人事院規 第７条関係 取得の日 １年 人事院規 第７条関係 取得の日 １年

則１１― 第３項の通 則１１― 第３項の通

１０（職 知の文書等 １０（職 知の文書等

員の降給 員の降給

）の運用 ）の運用

について について

（平成２ （平成２

１年３月 １年３月

１８日給 １８日給

２―２６ ２―２６

） ）

管理監督 第２の第５ 取得の日 ３年

職勤務上 項の報告の

限年齢に 文書等

よる降任

等の運用

について

（令和４

年２月１

８日給生

―１６）

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

給実甲第 第１の第３ 取得の日 ５年 給実甲第 第１の第３ 取得の日 ５年

４４４号 項又は第２ ４４４号 項又は第３

（派遣職 の第６項の （派遣職 の第１項の

員の給与 協議に関す 員の給与 協議に関す



の支給割 る文書等 の支給割 る文書等

合の決定 合の決定 第２の第４ 通知した ５年

等につい 等につい 項又は第５ 日

て） て） 項の通知の

文書等の写

し

（略） （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）

備考 （略） 備考 （略）

４ 「職員の公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員

会への派遣の運用について（平成２７年６月２４日人企―８１２）」の一部を

次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

規則第３条関係 規則第３条関係

この条の第３号の「勤務延長職 この条の第２号の「勤務延長職

員」とは、国家公務員法（昭和２ 員」とは、国家公務員法（昭和２

２年法律第１２０号）第８１条の ２年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定により ３第１項の規定により定年退職日

定年退職日の翌日以降引き続いて の翌日以降引き続いて勤務してい

勤務している職員をいう。 る職員をいう。

規則第９条関係 規則第９条関係

人事異動通知書の「異動内容」 人事異動通知書の「異動内容」

欄の記入要領は、次のとおりとす 欄の記入要領は、次のとおりとす

る。 る。

一～四 （略） 一～四 （略）

五 派遣の期間中に俸給等（規則 五 派遣の期間中に俸給等（規則

第１０条第１項に規定する俸給 第１０条第１項に規定する俸給

等をいう。次号及び規則附則第 等をいう。次号において同じ。



２項関係において同じ。）を支 ）を支給することとなったこと

給することとなったことに人事 に人事異動通知書を用いる場合

異動通知書を用いる場合 「 年 月 日以後、派遣の

「 年 月 日以後、派遣の 期間中、俸給、扶養手当、

期間中、俸給、扶養手当、 地域手当、広域異動手当、

地域手当、広域異動手当、 研究員調整手当、住居手当

研究員調整手当、住居手当 及び期末手当のそれぞれ１

及び期末手当のそれぞれ１ ００分の を支給する」

００分の を支給する」 と記入する。

と記入する。

六 （略） 六 （略）

規則第１３条関係 規則第１３条関係

（略） （略）

規則附則第２項関係 （新設）

１ この項の規定により、俸給等 （新設）

の支給割合を決定し、又は俸給

等を支給しないものとすること

となった職員（同項の規定によ

り俸給等の支給割合を決定し、

又は俸給等を支給しないものと

することとなった日において、

派遣の期間を延長され、規則第

９条第２号に掲げる場合に同条

の規定により人事異動通知書が

交付される職員を除く。）に対

しては、人事異動通知書又はこ



れに代わる文書（以下「通知書

等」という。）により俸給等の

支給割合又は俸給等を支給しな

い旨を通知するものとする。た

だし、通知書等の交付によらな

いことを適当と認める場合には

、適当な方法をもって通知書等

の交付に代えることができる。

２ 前項の規定による通知におい （新設）

て、人事異動通知書を用いる場

合の「異動内容」欄の記入要領

は、規則第９条関係第６号の規

定の例によるものとする。

別紙 別紙

１～３ （略） １～３ （略）

（記入要領） （記入要領）

１～８ （略） １～８ （略）

９ 派遣の期間中に一般職の職員の （新設）

給与に関する法律（昭和２５年法

律第９５号）附則第８項の規定の

適用を受けることとなった職員に

ついては、⑨欄又は⑳欄に「 年

月 日給与法附則第８項適用」

等と記入する。

５ 「職員の公益社団法人福島相双復興推進機構への派遣の運用について（平成

２９年５月１９日人企―４９６）」の一部を次の表により改正する。



改 正 後 改 正 前

規則第３条関係 規則第３条関係

この条の第３号の「勤務延長職 この条の第２号の「勤務延長職

員」とは、国家公務員法（昭和２ 員」とは、国家公務員法（昭和２

２年法律第１２０号）第８１条の ２年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定により ３第１項の規定により定年退職日

定年退職日の翌日以降引き続いて の翌日以降引き続いて勤務してい

勤務している職員をいう。 る職員をいう。

規則第９条関係 規則第９条関係

人事異動通知書の「異動内容」 人事異動通知書の「異動内容」

欄の記入要領は、次のとおりとす 欄の記入要領は、次のとおりとす

る。 る。

一～四 （略） 一～四 （略）

五 派遣の期間中に俸給等（規則 五 派遣の期間中に俸給等（規則

第１０条第１項に規定する俸給 第１０条第１項に規定する俸給

等をいう。次号及び規則附則第 等をいう。次号において同じ。

２項関係において同じ。）を支 ）を支給することとなったこと

給することとなったことに人事 に人事異動通知書を用いる場合

異動通知書を用いる場合 「 年 月 日以後、派遣の

「 年 月 日以後、派遣の 期間中、俸給、扶養手当、

期間中、俸給、扶養手当、 地域手当、広域異動手当、

地域手当、広域異動手当、 研究員調整手当、住居手当

研究員調整手当、住居手当 及び期末手当のそれぞれ１

及び期末手当のそれぞれ１ ００分の を支給する」

００分の を支給する」 と記入する。

と記入する。



六 （略） 六 （略）

規則第１３条関係 規則第１３条関係

（略） （略）

規則附則第２項関係 （新設）

１ この項の規定により、俸給等 （新設）

の支給割合を決定し、又は俸給

等を支給しないものとすること

となった職員（同項の規定によ

り俸給等の支給割合を決定し、

又は俸給等を支給しないものと

することとなった日において、

派遣の期間を延長され、規則第

９条第２号に掲げる場合に同条

の規定により人事異動通知書が

交付される職員を除く。）に対

しては、人事異動通知書又はこ

れに代わる文書（以下「通知書

等」という。）により俸給等の

支給割合又は俸給等を支給しな

い旨を通知するものとする。た

だし、通知書等の交付によらな

いことを適当と認める場合には

、適当な方法をもって通知書等

の交付に代えることができる。

２ 前項の規定による通知におい （新設）

て、人事異動通知書を用いる場



合の「異動内容」欄の記入要領

は、規則第９条関係第６号の規

定の例によるものとする。

別紙 別紙

１～３ （略） １～３ （略）

（記入要領） （記入要領）

１～８ （略） １～８ （略）

９ 派遣の期間中に一般職の職員の （新設）

給与に関する法律（昭和２５年法

律第９５号）附則第８項の規定の

適用を受けることとなった職員に

ついては、⑨欄又は⑳欄に「 年

月 日給与法附則第８項適用」

等と記入する。

６ 「職員の令和七年国際博覧会特措法第１４条第１項の規定により指定された

博覧会協会への派遣の運用について（令和元年５月２３日人企―６０）」の一

部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

規則第３条関係 規則第３条関係

この条の第３号の「勤務延長職 この条の第２号の「勤務延長職

員」とは、国家公務員法（昭和２ 員」とは、国家公務員法（昭和２

２年法律第１２０号）第８１条の ２年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定により ３第１項の規定により定年退職日

定年退職日の翌日以降引き続いて の翌日以降引き続いて勤務してい

勤務している職員をいう。 る職員をいう。

規則第９条関係 規則第９条関係



人事異動通知書の「異動内容」 人事異動通知書の「異動内容」

欄の記入要領は、次のとおりとす 欄の記入要領は、次のとおりとす

る。 る。

一～四 （略） 一～四 （略）

五 派遣の期間中に俸給等（規則 五 派遣の期間中に俸給等（規則

第１０条第１項に規定する俸給 第１０条第１項に規定する俸給

等をいう。次号及び規則附則第 等をいう。次号において同じ。

２項関係において同じ。）を支 ）を支給することとなったこと

給することとなったことに人事 に人事異動通知書を用いる場合

異動通知書を用いる場合 「 年 月 日以後、派遣の

「 年 月 日以後、派遣の 期間中、俸給、扶養手当、

期間中、俸給、扶養手当、 地域手当、広域異動手当、

地域手当、広域異動手当、 研究員調整手当、住居手当

研究員調整手当、住居手当 及び期末手当のそれぞれ１

及び期末手当のそれぞれ１ ００分の を支給する」

００分の を支給する」 と記入する。

と記入する。

六 （略） 六 （略）

規則第１３条関係 規則第１３条関係

（略） （略）

規則附則第２項関係 （新設）

１ この項の規定により、俸給等 （新設）

の支給割合を決定し、又は俸給

等を支給しないものとすること

となった職員（同項の規定によ

り俸給等の支給割合を決定し、



又は俸給等を支給しないものと

することとなった日において、

派遣の期間を延長され、規則第

９条第２号に掲げる場合に同条

の規定により人事異動通知書が

交付される職員を除く。）に対

しては、人事異動通知書又はこ

れに代わる文書（以下「通知書

等」という。）により俸給等の

支給割合又は俸給等を支給しな

い旨を通知するものとする。た

だし、通知書等の交付によらな

いことを適当と認める場合には

、適当な方法をもって通知書等

の交付に代えることができる。

２ 前項の規定による通知におい （新設）

て、人事異動通知書を用いる場

合の「異動内容」欄の記入要領

は、規則第９条関係第６号の規

定の例によるものとする。

別紙 別紙

１～３ （略） １～３ （略）

（記入要領） （記入要領）

１～８ （略） １～８ （略）

９ 派遣の期間中に一般職の職員の （新設）

給与に関する法律（昭和２５年法



律第９５号）附則第８項の規定の

適用を受けることとなった職員に

ついては、⑨欄又は⑳欄に「 年

月 日給与法附則第８項適用」

等と記入する。

７ 「職員の公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構への派遣

の運用について（令和２年６月１２日人企―５９７）」の一部を次の表により

改正する。

改 正 後 改 正 前

規則第３条関係 規則第３条関係

この条の第３号の「勤務延長職 この条の第２号の「勤務延長職

員」とは、国家公務員法（昭和２ 員」とは、国家公務員法（昭和２

２年法律第１２０号）第８１条の ２年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定により ３第１項の規定により定年退職日

定年退職日の翌日以降引き続いて の翌日以降引き続いて勤務してい

勤務している職員をいう。 る職員をいう。

規則第９条関係 規則第９条関係

人事異動通知書の「異動内容」 人事異動通知書の「異動内容」

欄の記入要領は、次のとおりとす 欄の記入要領は、次のとおりとす

る。 る。

一～四 （略） 一～四 （略）

五 派遣の期間中に俸給等（規則 五 派遣の期間中に俸給等（規則

第１０条第１項に規定する俸給 第１０条第１項に規定する俸給

等をいう。次号及び規則附則第 等をいう。次号において同じ。

２項関係において同じ。）を支 ）を支給することとなったこと

給することとなったことに人事 に人事異動通知書を用いる場合



異動通知書を用いる場合 「 年 月 日以後、派遣の

「 年 月 日以後、派遣の 期間中、俸給、扶養手当、

期間中、俸給、扶養手当、 地域手当、広域異動手当、

地域手当、広域異動手当、 研究員調整手当、住居手当

研究員調整手当、住居手当 及び期末手当のそれぞれ１

及び期末手当のそれぞれ１ ００分の を支給する」

００分の を支給する」 と記入する。

と記入する。

六 （略） 六 （略）

規則第１３条関係 規則第１３条関係

（略） （略）

規則附則第２項関係 （新設）

１ この項の規定により、俸給等 （新設）

の支給割合を決定し、又は俸給

等を支給しないものとすること

となった職員（同項の規定によ

り俸給等の支給割合を決定し、

又は俸給等を支給しないものと

することとなった日において、

派遣の期間を延長され、規則第

９条第２号に掲げる場合に同条

の規定により人事異動通知書が

交付される職員を除く。）に対

しては、人事異動通知書又はこ

れに代わる文書（以下「通知書

等」という。）により俸給等の



支給割合又は俸給等を支給しな

い旨を通知するものとする。た

だし、通知書等の交付によらな

いことを適当と認める場合には

、適当な方法をもって通知書等

の交付に代えることができる。

２ 前項の規定による通知におい （新設）

て、人事異動通知書を用いる場

合の「異動内容」欄の記入要領

は、規則第９条関係第６号の規

定の例によるものとする。

別紙 別紙

１～３ （略） １～３ （略）

（記入要領） （記入要領）

１～８ （略） １～８ （略）

９ 派遣の期間中に一般職の職員の （新設）

給与に関する法律（昭和２５年法

律第９５号）附則第８項の規定の

適用を受けることとなった職員に

ついては、⑨欄又は⑳欄に「 年

月 日給与法附則第８項適用」

等と記入する。

８ 「人事院規則８―１２（職員の任免）の運用について（平成２１年３月１８

日人企―５３２）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第１８条関係 第１８条関係



１～６ （略） １～６ （略）

７ この条の第３項の協議は、次 ７ この条の第３項の協議は、次

の各号のいずれかに掲げる場合 の各号のいずれかに掲げる場合

であって、第２５条各号及び第 であって、第２５条各号及び第

３０条第１項各号に掲げる要件 ３０条第１項各号に掲げる要件

を満たしている者と同等と認め を満たしている者と同等と認め

られる者（第２５条各号並びに られる者（第２５条各号並びに

同項第２号及び第３号に掲げる 同項第２号及び第３号に掲げる

要件を満たしている者と同等と 要件を満たしている者と同等と

認められる者であって、同項第 認められる者であって、同項第

１号に掲げる要件を満たしてい １号に掲げる要件を満たしてい

る者と同等と認められないもの る者と同等と認められないもの

にあっては、第１９条に規定す にあっては、第１９条に規定す

る官職に係る能力及び適性（以 る官職に係る能力及び適性（以

下「官職に係る能力及び適性」 下「官職に係る能力及び適性」

という。）の有無を的確に判定 という。）の有無を的確に判定

し得る複数の者によって構成さ し得る複数の者によって構成さ

れる選考委員会が第３１条関係 れる選考委員会が第３１条関係

第３項各号に掲げる要件を満た 第３項各号に掲げる要件を満た

すと認める者）を採用するとき すと認める者）を採用するとき

には要しないものとする。 には要しないものとする。

一 特別職に属する職、地方公 一 特別職に属する職、地方公

務員の職、沖縄振興開発金融 務員の職、沖縄振興開発金融

公庫に属する職若しくは人事 公庫に属する職若しくは人事

院規則１２―０第９条各号に 院規則１２―０第９条各号に

掲げる法人に属する職（第２ 掲げる法人に属する職（第２



５条関係第４項において「特 ５条関係第４項及び第３２条

別職に属する職等」という。 関係第１項第１号において「

）に現に正式に就いている者 特別職に属する職等」という

又は港湾法（昭和２５年法律 。）に現に正式に就いている

第２１８号）第４３条の２９ 者又は港湾法（昭和２５年法

第１項若しくは民間資金等の 律第２１８号）第４３条の２

活用による公共施設等の整備 ９第１項若しくは民間資金等

等の促進に関する法律（平成 の活用による公共施設等の整

１１年法律第１１７号）第７ 備等の促進に関する法律（平

８条第１項に規定する国派遣 成１１年法律第１１７号）第

職員（第２５条関係第４項に ７８条第１項に規定する国派

おいて単に「国派遣職員」と 遣職員（第２５条関係第４項

いう。）を採用する場合 及び第３２条関係第１項第１

号において単に「国派遣職員

」という。）を採用する場合

二 法第６０条の２第１項に規 二 法第８１条の４第１項に規

定する年齢６０年以上退職者 定する定年退職者等の同項又

を同項の規定により採用する は法第８１条の５第１項の規

場合 定に基づく採用の場合

８～１０ （略） ８～１０ （略）

第３２条関係 第３２条関係

１ この条の第１号の「これらに １ この条の第１項第１号の規定

準ずる職」とは、人事院規則１ による「人事院が定める場合」

２―０第９条各号に掲げる法人 は、次に掲げる場合とする。

（行政執行法人以外の独立行政 一 かつて職員として正式に採

法人通則法第２条第１項に規定 用されていた者で引き続き特



する独立行政法人を除く。）に 別職に属する職等に就いたも

属する職をいう。 ののうち、引き続きこれらの

職に就いている者（これらの

職のうち、一の職から他の職

に１回以上引き続いて異動し

た者を含む。）又は国派遣職

員を職員として採用する場合

二 都道府県警察の職に就いて

いる地方警察職員を警察庁の

職員又は警察法（昭和２９年

法律第１６２号）第５６条第

１項に規定する地方警務官と

して採用する場合

２ この条の第３号の「人事院が （新設）

定める者」は、都道府県警察の

職に現に正式に就いている地方

警察職員（警察庁の職員又は警

察法（昭和２９年法律第１６２

号）第５６条第１項に規定する

地方警務官として採用される者

に限る。）とする。

３ 法第６０条の２第１項に規定 ２ 法第８１条の４第１項に規定

する自衛隊法による年齢６０年 する自衛隊法による定年退職者

以上退職者の同項の規定による 等の同項又は法第８１条の５第

採用は、条件付のものとなる。 １項の規定による採用は、条件

付のものとなる。



９ 給実甲第２８号（一般職の職員の給与に関する法律の運用方針）の一部を次

の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第８条関係 第８条関係

１ この条（第１項及び第２項を この条（第１項及び第２項を除

除く。）の実施については、規 く。）の実施については、規則９

則９―８の定めるところによる。 ―８の定めるところによる。

２ この条の第１２項の規定によ （新設）

る定年前再任用短時間勤務職員

の俸給月額に１円未満の端数が

あるときの取扱いについては、

人事院規則９―１０７（定年前

再任用短時間勤務職員等の俸給

月額の端数計算）の定めるとこ

ろによる。

（削る） 第８条の２関係

この条の規定による再任用短時

間勤務職員の俸給月額に１円未満

の端数があるときの取扱いについ

ては、人事院規則９―１０７（再

任用短時間勤務職員等の俸給月額

の端数計算）の定めるところによ

る。

第１０条関係 第１０条関係

第１項 第１項

一 本条において「俸給月額」 一 本条において「俸給月額」



とは、第８条の規定により決 とは、第８条又は第８条の２

定された職務の級及び号俸に の規定により決定された俸給

応じた俸給月額であって、本 の額であって、本条に規定す

条に規定する俸給の調整額を る俸給の調整額を含まないも

含まないものをいう。 のをいう。

二～四 （略） 二～四 （略）

第１９条関係 第１９条関係

１ 「俸給の月額」とは、第６条 １ 「俸給の月額」とは、第６条

の２の規定により決定された号 の２若しくは第８条又は第８条

俸又は第８条の規定により決定 の２の規定により決定された俸

された職務の級及び号俸に応じ 給の額及び第１０条の規定によ

た俸給月額並びに第１０条の規 る俸給の調整額の合計額をいい

定による俸給の調整額の合計額 、法令の規定により俸給を減ぜ

をいい、法令の規定により俸給 られているときでも、本来受け

を減ぜられているときでも、本 るべき俸給の月額とする。

来受けるべき俸給の月額とする

。なお、職員が附則第８項の規

定の適用を受ける場合にあって

は当該俸給月額は同項の規定に

より算定した額となり、附則第

１０項、第１２項又は第１３項

の規定による俸給を支給される

場合にあっては「俸給の月額」

には当該俸給の額を含む。

２ （略） ２ （略）

第２３条関係 第２３条関係



第１項・第４項 （略） 第１項・第４項 （略）

第５項 第５項 第５項の規定による休職

一 第５項の規定による休職者 者の給与は、人事院規則９―１

の給与は、人事院規則９―１ ３（休職者の給与）の定めると

３（休職者の給与）の定める ころにより、休職者が生死不明

ところにより、休職者が生死 若しくは所在不明になった原因

不明若しくは所在不明になっ 又は休職者の受ける学資金若し

た原因又は休職者の受ける学 くは報酬等の年額（以下「報酬

資金若しくは報酬等の年額（ 等年額」という。）を考慮して

以下「報酬等年額」という。 予算の範囲内で各庁の長がその

）を考慮して予算の範囲内で 裁量によりその支給額を定める

各庁の長がその裁量によりそ ものとする。この場合において

の支給額を定めるものとする 、特別の事情があるときを除き

。この場合において、特別の 、報酬等年額が休職者の休職の

事情があるときを除き、報酬 期間の初日の前日における給与

等年額が休職者の休職の期間 の額を基礎として算定した給与

の初日の前日における給与の の年額（当該年額が部内の他の

額を基礎として算定した給与 職員との均衡を著しく失すると

の年額（当該年額が部内の他 認められる場合にあつては、事

の職員との均衡を著しく失す 務総長と協議して算定した額）

ると認められる場合にあつて に比べて高いと認められるとき

は、事務総長と協議して算定 は、給与を支給しないものとし

した額）に比べて高いと認め 、それ以外のときは、おおむね

られるときは、給与を支給し 当該給与の年額と報酬等年額と

ないものとし、それ以外のと の差額の範囲内となるように定

きは、おおむね当該給与の年 めるものとする。



額と報酬等年額との差額の範

囲内となるように定めるもの

とする。

二 第５項の規定による休職者 （新設）

の給与の支給を受けている職

員が附則第８項の規定の適用を

受ける職員となった場合には

、当分の間、当該職員となっ

た日を休職の期間の初日の前

日とみなして、前号の規定に

より、給与の支給額を定め、

又は給与を支給しないものと

する。

三 前号の規定により、給与の （新設）

支給額を定め、又は給与を支

給しないものとした職員に対

しては、人事異動通知書又は

これに代わる文書（以下この

号において「通知書等」とい

う。）により給与の支給割合

又は給与を支給しない旨を通

知するものとする。ただし、

通知書等の交付によらないこ

とを適当と認める場合には、

適当な方法をもって通知書等

の交付に代えることができる。



四 前号の規定による通知にお （新設）

いて、人事異動通知書を用い

る場合の「異動内容」欄には

、「 年 月 日以後、休職

の期間中、俸給、扶養手当、

地域手当、広域異動手当、研

究員調整手当、住居手当及び

期末手当の支給割合をそれぞ

れ１００分の とする（又は

「 年 月 日以後、休職の

期間中、給与は支給しない」

）」と記入するものとする。

第７項 （略） 第７項 （略）

附則第６項関係 附則第６項関係

（略） （略）

附則第８項及び第９項関係 （新設）

これらの項の実施については、

人事院規則９―１４７（給与法附

則第８項の規定による俸給月額）

の定めるところによる。

附則第１０項、第１２項及び第１３ （新設）

項関係

これらの項の実施については、

人事院規則９―１４８（給与法附

則第１０項、第１２項又は第１３

項の規定による俸給）の定めると



ころによる。

１０ 給実甲第１５１号（通勤手当の運用について）の一部を次の表により改正

する。

改 正 後 改 正 前

第１６条関係 第１６条関係

１ （略） １ （略）

２ 第３号の「人事院の定める職 ２ 第３号の「人事院の定める職

員」は、次に掲げる職員とする。 員」は、次に掲げる職員とする。

一・二 （略） 一・二 （略）

三 法第６０条の２第１項の規 三 法第８１条の４第１項若し

定による採用（法の規定によ くは第８１条の５第１項の規

り退職した日の翌日における 定による採用（法第８１条の

ものに限る。以下この号にお ２第１項の規定により退職し

いて「定年前再任用」という た日（法第８１条の３の規定

。）をされた職員、派遣法第 により勤務した後退職した日

２条第１項の規定による派遣 及び当該採用に係る任期が満

、官民人事交流法第２条第３ 了した日を含む。）の翌日に

項に規定する交流派遣、法科 おけるものに限る。以下「再

大学院派遣法第１１条第１項 任用」という。）をされた職

の規定による派遣、福島復興 員、派遣法第２条第１項の規

再生特別措置法（平成２４年 定による派遣、官民人事交流

法律第２５号）第４８条の３ 法第２条第３項に規定する交

第１項若しくは第８９条の３ 流派遣、法科大学院派遣法第

第１項の規定による派遣、令 １１条第１項の規定による派

和三年オリンピック・パラリ 遣、福島復興再生特別措置法

ンピック特措法第１７条第１ （平成２４年法律第２５号）



項の規定による派遣、平成三 第４８条の３第１項若しくは

十一年ラグビーワールドカッ 第８９条の３第１項の規定に

プ特措法第４条第１項の規定 よる派遣、令和三年オリンピ

による派遣若しくは令和七年 ック・パラリンピック特措法

国際博覧会特措法第２５条第 第１７条第１項の規定による

１項の規定による派遣（以下 派遣、平成三十一年ラグビー

この号において「国際機関等 ワールドカップ特措法第４条

派遣等」という。）から職務 第１項の規定による派遣若し

に復帰した職員又は人事院規 くは令和七年国際博覧会特措

則１１―４（職員の身分保障 法第２５条第１項の規定によ

）第３条第１項第１号から第 る派遣（以下「国際機関等派

４号までの規定による休職（ 遣等」という。）から職務に

以下この号において単に「休 復帰した職員又は人事院規則

職」という。）から復職した １１―４（職員の身分保障）

職員のうち、定年前再任用の 第３条第１項第１号から第４

直前の職員としての引き続く 号までの規定による休職（以

在職期間中の勤務箇所、国際 下単に「休職」という。）か

機関等派遣等の期間中の勤務 ら復職した職員のうち、再任

箇所又は休職の期間中の勤務 用の直前の職員としての引き

箇所を給与法第１２条第３項 続く在職期間中の勤務箇所、

又は第１号の官署とみなした 国際機関等派遣等の期間中の

場合に、定年前再任用（直近 勤務箇所又は休職の期間中の

のものに限る。）、当該職務 勤務箇所を給与法第１２条第

への復帰若しくは休職からの ３項又は第１号の官署とみな

復職前から引き続き同項若し した場合に、再任用（直近の

くは同号に規定する職員たる ものに限る。）、当該職務へ



要件に該当することとなる職 の復帰若しくは休職からの復

員又は当該定年前再任用、当 職前から引き続き同項若しく

該職務への復帰若しくは休職 は同号に規定する職員たる要

からの復職以後に同号に規定 件に該当することとなる職員

する職員たる要件に該当する 又は当該再任用、当該職務へ

こととなる職員 の復帰若しくは休職からの復

職以後に同号に規定する職員

たる要件に該当することとな

る職員

四 （略） 四 （略）

１１ 給実甲第２２０号（期末手当及び勤勉手当の支給について）の一部を次の

表により改正する。

改 正 後 改 正 前

８ 規則第２条第２号本文の「人事 ８ 規則第２条第２号本文の「人事

院の定める者」は、次に掲げる者 院の定める者」は、次に掲げる者

とする。 とする。

一 国会職員法（昭和２２年法律 一 国会職員法（昭和２２年法律

第８５号）第４条の２第２項に 第８５号）第１５条の４第１項

規定する定年前再任用短時間勤 又は第１５条の５第１項の規定

務職員 により採用された国会職員で同

項に規定する短時間勤務の職を

占めるもの

二 裁判所職員臨時措置法（昭和 二 裁判所職員臨時措置法（昭和

２６年法律第２９９号）におい ２６年法律第２９９号）におい

て準用する国家公務員法（昭和 て準用する国家公務員法第８１

２２年法律第１２０号）第６０ 条の４第１項若しくは第８１条



条の２第２項に規定する定年前 の５第１項の規定により採用さ

再任用短時間勤務職員又は育児 れた裁判所職員で同項に規定す

休業法第２３条第２項に規定す る短時間勤務の官職を占めるも

る任期付短時間勤務職員 の又は育児休業法第２３条第２

項に規定する任期付短時間勤務

職員

三 自衛隊法（昭和２９年法律第 三 自衛隊法（昭和２９年法律第

１６５号）第４１条の２第２項 １６５号）第４４条の４第１項

に規定する定年前再任用短時間 又は第４４条の５第１項の規定

勤務隊員 により採用された隊員で同項に

規定する短時間勤務の官職を占

めるもの

四 （略） 四 （略）

五 国家公務員法第２条第３項第 五 国家公務員法（昭和２２年法

１６号に掲げる防衛省の職員の 律第１２０号）第２条第３項第

うち、育児休業法第２７条第１ １６号に掲げる防衛省の職員の

項において準用する育児休業法 うち、育児休業法第２７条第１

第２３条第２項に規定する任期 項において準用する育児休業法

付短時間勤務職員 第２３条第２項に規定する任期

付短時間勤務職員

10 規則第２条第３号本文の「人事 10 規則第２条第３号本文の「人事

院の定める者」は、地方公務員法 院の定める者」は、地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第 （昭和２５年法律第２６１号）第

２２条の４第３項に規定する定年 ２８条の５第１項に規定する短時

前再任用短時間勤務職員とする。 間勤務の職を占める者とする。

34 規則第５条、第６条、第１１条 34 規則第５条、第６条、第１１条



及び第１２条の期間の計算につい 及び第１２条の期間の計算につい

ては、次に定めるところによる。 ては、次に定めるところによる。

一 （略） 一 （略）

二 １月に満たない期間が２以上 二 １月に満たない期間が２以上

ある場合は、これらの期間を合 ある場合は、これらの期間を合

算するものとし、これらの期間 算するものとし、これらの期間

の計算については、日を月に換 の計算については、日を月に換

算する場合は３０日をもって１ 算する場合は３０日をもって１

月とし、時間を日に換算する場 月とし、時間を日に換算する場

合は７時間４５分（定年前再任 合は７時間４５分（再任用短時

用短時間勤務職員又は任期付短 間勤務職員又は任期付短時間勤

時間勤務職員であった期間にあ 務職員であった期間にあっては

っては、当該期間（当該期間に 、当該期間（当該期間において

おいて週その他の一定期間を周 週その他の一定期間を周期とし

期として一定の勤務時間数が繰 て一定の勤務時間数が繰り返さ

り返されていた場合にあっては れていた場合にあっては、当該

、当該一定期間。以下この号に 一定期間。以下この号において

おいて「算定期間」という。） 「算定期間」という。）におけ

における勤務時間数を算定期間 る勤務時間数を算定期間におけ

における勤務時間法第６条第２ る勤務時間法第６条第２項本文

項本文の規定の適用を受ける職 の規定の適用を受ける職員の勤

員の勤務時間数で除して得た数 務時間数で除して得た数に７．

に７．７５を乗じて得た時間） ７５を乗じて得た時間）をもっ

をもって１日とする。 て１日とする。

三 前号の場合における負傷又は 三 前号の場合における負傷又は

疾病により勤務しなかった期間 疾病により勤務しなかった期間



（休職にされていた期間を除く。 （休職にされていた期間を除く。

）及び介護休暇又は規則１５― ）及び介護休暇又は規則１５―

１５（非常勤職員の勤務時間及 １５（非常勤職員の勤務時間及

び休暇）第４条第２項第４号の び休暇）第４条第２項第４号の

休暇の承認を受けて勤務しなか 休暇の承認を受けて勤務しなか

った期間並びに規則第１１条第 った期間並びに規則第１１条第

２項第９号及び第１０号に定め ２項第９号及び第１０号に定め

る３０日を計算する場合は、次 る３０日を計算する場合は、次

による。 による。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 勤務時間法第６条第２項の ⑵ 勤務時間法第６条第２項の

規定により勤務時間が１日に 規定により勤務時間が１日に

つき７時間４５分（定年前再 つき７時間４５分（再任用短

任用短時間勤務職員又は任期 時間勤務職員又は任期付短時

付短時間勤務職員であった期 間勤務職員であった期間にあ

間にあっては、前号括弧書の っては、前号括弧書の規定に

規定により求めた時間）とな より求めた時間）となるよう

るように割り振られた日又は に割り振られた日又はこれに

これに相当する日以外の同法 相当する日以外の同法第１０

第１０条に規定する勤務日等 条に規定する勤務日等につい

については、日を単位とせず ては、日を単位とせず、時間

、時間を単位として取り扱う を単位として取り扱うものと

ものとする。 する。

四・五 （略） 四・五 （略）

六 定年前再任用短時間勤務職 六 再任用短時間勤務職員、育

員、育児短時間勤務職員等又 児短時間勤務職員等又は任期



は任期付短時間勤務職員であ 付短時間勤務職員であった期

った期間のうち、第２号から 間のうち、第２号から前号ま

前号までの規定により難い期 での規定により難い期間の計

間の計算については、あらか 算については、あらかじめ事

じめ事務総長に協議するもの 務総長に協議するものとする。

とする。

35 規則第１３条第１項第１号ニ及 35 規則第１３条第１項第１号ニ及

び第３号ハ並びに第１３条の２第 び第３号ハ並びに第１３条の２第

１項第１号ハの「人事院の定める １項第１号ハ及び第３号ハの「人

職員」は、基準日以前６箇月以内 事院の定める職員」は、基準日以

の期間において次に掲げる場合に 前６箇月以内の期間において次に

該当する職員とする。ただし、第 掲げる場合に該当する職員とする。

１号に掲げる場合に該当する職員 ただし、第１号に掲げる場合に該

で、同号に該当することとなった 当する職員で、同号に該当するこ

懲戒処分を受けた日の直前の基準 ととなった懲戒処分を受けた日の

日以前において当該懲戒処分の直 直前の基準日以前において当該懲

接の対象となった事実に基づき規 戒処分の直接の対象となった事実

則第１３条第１項第１号ニ、第２ に基づき規則第１３条第１項第１

号ニ若しくは第３号ハ又は第１３ 号ニ、第２号ニ若しくは第３号ハ

条の２第１項第１号ハ若しくは第 又は第１３条の２第１項第１号ハ

２号ハに掲げる職員の区分に該当 、第２号ハ若しくは第３号ハに掲

したもの（当該事実以外の事実に げる職員の区分に該当したもの（

基づき基準日以前６箇月以内の期 当該事実以外の事実に基づき基準

間において次に掲げる場合に該当 日以前６箇月以内の期間において

したことがない職員に限る。）に 次に掲げる場合に該当したことが

ついては、当該職員の区分に該当 ない職員に限る。）については、



したことに応じて当該職員に支給 当該職員の区分に該当したことに

した勤勉手当の額を考慮して、相 応じて当該職員に支給した勤勉手

当と認めるときは、当該職員の区 当の額を考慮して、相当と認める

分に該当しないものとして取り扱 ときは、当該職員の区分に該当し

うことができる。 ないものとして取り扱うことがで

きる。

一～三 （略） 一～三 （略）

36 前項第１号に掲げる場合に該当 36 前項第１号に掲げる場合に該当

する職員の成績率は、次の各号に する職員の成績率は、次の各号に

掲げる職員の区分に応じて、当該 掲げる職員の区分に応じて、当該

各号に定める割合の範囲内で定め 各号に定める割合の範囲内で定め

るものとする。ただし、同項ただ るものとする。ただし、同項ただ

し書に規定する職員のうち、同項 し書に規定する職員のうち、同項

ただし書の規定の適用を受けない ただし書の規定の適用を受けない

ものの成績率は、規則第１３条第 ものの成績率は、規則第１３条第

１項第１号ニ、第２号ニ若しくは １項第１号ニ、第２号ニ若しくは

第３号ハ又は第１３条の２第１項 第３号ハ又は第１３条の２第１項

第１号ハ若しくは第２号ハに掲げ 第１号ハ、第２号ハ若しくは第３

る職員の区分に該当したことに応 号ハに掲げる職員の区分に該当し

じて当該職員に支給した勤勉手当 たことに応じて当該職員に支給し

の成績率を考慮して、相当と認め た勤勉手当の成績率を考慮して、

るときは、次の各号に定める割合 相当と認めるときは、次の各号に

以外の割合で定めることができる。 定める割合以外の割合で定めるこ

とができる。

一 定年前再任用短時間勤務職員 一 再任用職員以外の職員 次に

以外の職員 次に掲げる職員の 掲げる職員の区分に応じて、そ



区分に応じて、それぞれ次に定 れぞれ次に定める割合

める割合

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

二 定年前再任用短時間勤務職員 二 再任用職員 次に掲げる職員

次に掲げる職員の区分に応じ の区分に応じて、それぞれ次に

て、それぞれ次に定める割合 定める割合

⑴ ⑵に掲げる職員以外の職員 ⑴ ⑵及び⑶に掲げる職員以外

次に掲げる職員の区分に応 の職員 次に掲げる職員の区

じて、それぞれ次に定める割 分に応じて、それぞれ次に定

合 める割合

ア～ウ （略） ア～ウ （略）

⑵ （略） ⑵ （略）

（削る） ⑶ 指定職俸給表の適用を受け

る職員 次に掲げる職員の区

分に応じて、それぞれ次に定

める割合

ア 停職の処分を受けた職員

１００分の１１以下

イ 減給の処分を受けた職員

１００分の２２以下

ウ 戒告の処分を受けた職員

１００分の３３以下

37 第３５項第２号に掲げる場合に 37 第３５項第２号に掲げる場合に

該当する職員の成績率は、次の各 該当する職員の成績率は、次の各

号に掲げる職員の区分に応じて、 号に掲げる職員の区分に応じて、

当該各号に定める割合の範囲内で 当該各号に定める割合の範囲内で



各庁の長があらかじめ定める割合 各庁の長があらかじめ定める割合

によるものとする。 によるものとする。

一 定年前再任用短時間勤務職員 一 再任用職員以外の職員 次に

以外の職員 次に掲げる職員の 掲げる職員の区分に応じて、そ

区分に応じて、それぞれ次に定 れぞれ次に定める割合

める割合

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

二 定年前再任用短時間勤務職員 二 再任用職員 次に掲げる職員

次に掲げる職員の区分に応じ の区分に応じて、それぞれ次に

て、それぞれ次に定める割合 定める割合

⑴ ⑵に掲げる職員以外の職員 ⑴ ⑵及び⑶に掲げる職員以外

１００分の３０超１００分 の職員 １００分の３０超１

の３５以下（特定管理職員に ００分の３５以下（特定管理

あっては、１００分の３５超 職員にあっては、１００分の

１００分の４５以下） ３５超１００分の４５以下）

⑵ （略） ⑵ （略）

（削る） ⑶ 指定職俸給表の適用を受け

る職員 １００分の３３超１

００分の４１以下

40 各庁の長は、規則第１３条第１ 40 各庁の長は、規則第１３条第１

項及び第１３条の２第１項の規定 項及び第１３条の２第１項の規定

により職員（指定職俸給表の適用 により職員（指定職俸給表の適用

を受ける職員を除く。）の成績率 を受ける職員を除く。）の成績率

を定めるに当たっては、次の各号 を定めるに当たっては、次の各号

に掲げる職員の区分ごとの勤勉手 に掲げる職員の区分ごとの勤勉手

当の額の総額が当該各号に定める 当の額の総額が当該各号に定める



額を超えない範囲内で定めるもの 額を超えない範囲内で定めるもの

とする。ただし、これによること とする。ただし、これによること

が著しく困難であると認められる が著しく困難であると認められる

特別の事情がある場合には、各庁 特別の事情がある場合には、各庁

の長は、これらの規定及びこの項 の長は、これらの規定及びこの項

の規定の趣旨に照らし合理的に必 の規定の趣旨に照らし合理的に必

要と認められる範囲内において、 要と認められる範囲内において、

別段の取扱いをすることができる。 別段の取扱いをすることができる。

一 定年前再任用短時間勤務職員 一 再任用職員以外の職員 次に

以外の職員 次に掲げる職員の 掲げる職員の区分に応じ、それ

区分に応じ、それぞれ次に定め ぞれ次に定める額

る額

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

二 定年前再任用短時間勤務職員 二 再任用職員 次に掲げる職員

次に掲げる職員の区分に応じ の区分に応じ、それぞれ次に定

、それぞれ次に定める額 める額

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

41 各庁の長は、規則第１３条第１ 41 各庁の長は、規則第１３条第１

項の規定により指定職俸給表の適 項及び第１３条の２第１項の規定

用を受ける職員の成績率を定める により指定職俸給表の適用を受け

に当たっては、勤勉手当の額の総 る職員の成績率を定めるに当たっ

額が次に掲げる各庁の長に所属す ては、次の各号に掲げる職員の区

る給与法第１９条の７第１項の職 分ごとの勤勉手当の額の総額が当

員の区分ごとに、それぞれ当該職 該各号に定める額を超えない範囲

員の勤勉手当基礎額に１００分の 内で定めるものとする。ただし、

１００を乗じて得た額の総額を超 各庁の長は、第１号⑴若しくは⑵



えない範囲内で定めるものとする 又は第２号⑴若しくは⑵に掲げる

。ただし、各庁の長は、次の各号 職員のいずれかが著しく少数であ

に掲げる職員のいずれかが著しく ること等の事情により、これによ

少数であること等の事情により、 ることが著しく困難であると認め

これによることが著しく困難であ られる特別の事情がある場合には

ると認められる特別の事情がある 、これらの規定及びこの項の規定

場合には、これらの規定及びこの の趣旨に照らし合理的に必要と認

項の規定の趣旨に照らし合理的に められる範囲内において、別段の

必要と認められる範囲内において 取扱いをすることができる。この

、別段の取扱いをすることができ 場合において、各庁の長は、その

る。この場合において、各庁の長 内容を事務総長に報告するものと

は、その内容を事務総長に報告す する。

るものとする。

一 次号に掲げる職員以外の職員 一 再任用職員以外の職員 次に

掲げる各庁の長に所属する給与

法第１９条の７第１項の職員の

区分ごとに、それぞれ当該職員

の勤勉手当基礎額に１００分の

１００を乗じて得た額の総額

⑴ ⑵に掲げる職員以外の職員

⑵ 国家行政組織法第８条の２

に規定する施設等機関及び同

法第９条に規定する地方支分

部局並びにこれらに相当する

組織に勤務する職員

二 国家行政組織法第８条の２に 二 再任用職員 次に掲げる各庁



規定する施設等機関及び同法第 の長に所属する給与法第１９条

９条に規定する地方支分部局並 の７第１項の職員の区分ごとに

びにこれらに相当する組織に勤 、それぞれ当該職員の勤勉手当

務する職員 基礎額に１００分の５２．５を

乗じて得た額の総額

⑴ ⑵に掲げる職員以外の職員

⑵ 国家行政組織法第８条の２

に規定する施設等機関及び同

法第９条に規定する地方支分

部局並びにこれらに相当する

組織に勤務する職員

１２ 給実甲第２５４号（初任給基準又は俸給表の適用を異にして異動した場合

の職務の級及び号俸の決定等について）の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第７ （略） 第７ （略）

第８ 指定職俸給表の適用を受ける （新設）

職員が俸給表の異動をした場合の

号俸の決定の基準について

指定職俸給表の適用を受ける職

員の規則第３０条の規定による異

動後の号俸の決定について、当該

職員が次に掲げる俸給表の異動を

した場合において、当該俸給表の

異動後の職務の級における最高の

号俸に決定するときは、同条の規

定に基づく人事院の承認があった



ものとして取り扱うことができる。

一 国家公務員法（昭和２２年法

律第１２０号。以下「法」とい

う。）第８１条の２第１項に規

定する管理監督職（以下「管理

監督職」という。）以外の官職

への同項本文に規定する降任に

伴い指定職俸給表以外の俸給表

の適用を受けることとなった場

合

二 管理監督職以外の官職への法

第８１条の２第１項ただし書に

規定する転任に伴い専門スタッ

フ職俸給表の適用を受けること

となった場合

三 管理監督職以外の官職への人

事院規則１１―１１（管理監督

職勤務上限年齢による降任等）

第５条の規定による降任に伴い

指定職俸給表以外の俸給表の適

用を受けることとなった場合

四 人事院規則１１―１１第５条

第２号又は第３号に掲げる場合

において同条第２号に定める日

又は同条第３号に定める期間に

おける管理監督職以外の官職へ



の降任（職員の同意を得て行う

ものに限る。）又は転任に伴い

指定職俸給表以外の俸給表の適

用を受けることとなった場合

１３ 給実甲第３２６号（人事院規則９―８（初任給、昇格、昇給等の基準）の

運用について）の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第２９条関係 （略） 第２９条関係 （略）

第３０条関係 （新設）

この条の規定による号俸の決定

について、給実甲第２５４号（初

任給基準又は俸給表の適用を異に

して異動した場合の職務の級及び

号俸の決定等について）の第８に

定めるところによるときは、あら

かじめこの条の規定による人事院

の承認があったものとして取り扱

うことができる。

１４ 給実甲第４４４号（派遣職員の給与の支給割合の決定等について）の一部

を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

国際機関等に派遣される一般職の 国際機関等に派遣される一般職の

国家公務員の処遇等に関する法律（ 国家公務員の処遇等に関する法律（

昭和４５年法律第１１７号）第２条 昭和４５年法律第１１７号）第２条

第１項の規定に基づき派遣された職 第１項の規定に基づき派遣された職

員（以下「派遣職員」という。）の 員（以下「派遣職員」という。）の



人事院規則１８―０（職員の国際機 人事院規則１８―０（職員の国際機

関等への派遣）（以下「規則１８― 関等への派遣）（以下「規則１８―

０」という。）第７条第１項の規定 ０」という。）第７条第１項並びに

による派遣の期間中の給与の支給割 人事院規則１８―０―５（人事院規

合の決定等について、下記により実 則１８―０（職員の国際機関等への

施することとしたので通知します。 派遣）の一部を改正する人事院規則

）（以下「規則１８―０―５」とい

う。）附則第２条及び第３条の規定

による派遣期間中の給与の支給割合

の決定等について、下記により実施

することとしたので通知します。

第１ 規則１８―０第７条第１項関 第１ 規則１８―０第７条第１項関

係 係

１～５ （略） １～５ （略）

６ 外務公務員俸給等年額又は派 ６ 外務公務員俸給等年額又は派

遣前給与年額の算定に当たって 遣前給与年額の算定に当たって

は、派遣職員が、一般職の職員 は、派遣職員が、一般職の職員

の給与に関する法律（昭和２５ の給与に関する法律（昭和２５

年法律第９５号。以下「給与法 年法律第９５号）第８条第６項

」という。）第８条第６項の規 の規定により標準号俸数（同条

定により標準号俸数（同条第７ 第７項に規定する人事院規則で

項に規定する人事院規則で定め 定める基準において当該派遣職

る基準において当該派遣職員に 員に係る標準となる号俸数をい

係る標準となる号俸数をいう。 う。）を昇給するものとし、人

）を昇給するものとし、人事院 事院規則９―４０（期末手当及

規則９―４０（期末手当及び勤 び勤勉手当）第１３条第１項第



勉手当）第１３条第１項第１号 １号ハ（専門スタッフ職俸給表

ハ（専門スタッフ職俸給表の適 の適用を受ける職員にあっては

用を受ける職員にあっては同項 同項第２号ハ、指定職俸給表の

第２号ハ、指定職俸給表の適用 適用を受ける職員にあっては同

を受ける職員にあっては同項第 項第３号ロ）に掲げる職員であ

３号ロ）に掲げる職員であるも るものとする。

のとする。

７・８ （略） ７・８ （略）

９ 第１項から第７項までの規定 ９ 第１項から第７項までの規定

により決定され、又は前項の規 により決定され、又は前項の規

定により再決定された給与の支 定により再決定された給与の支

給割合は、派遣の期間中は変更 給割合は、派遣期間中は変更し

しないものとする。ただし、次 ないものとする。ただし、次の

の各号に掲げる額が著しく変動 各号に掲げる額が著しく変動し

した場合において、特に必要が た場合において、特に必要があ

あると認められるときは、その ると認められるときは、その日

日を派遣日とみなし、第１項か を派遣日とみなし、第１項から

ら第７項までの規定により当該 第７項までの規定により当該支

支給割合を再決定するものとす 給割合を再決定するものとする。

る。

一・二 （略） 一・二 （略）

１０ （略） １０ （略）

（削る） 第２ 規則１８―０―５関係

（削る） １ 規則１８―０―５附則第２条

の「人事院が定める職員」は、

規則１８―０―５の施行の日以



後に第１の第９項各号に掲げる

額が著しく変動した場合におい

て特に給与の支給割合の再決定

の必要があると認められること

となった派遣職員とする。

（削る） ２ 規則１８―０―５附則第３条

の「人事院が定める職員」は、

新たに派遣され、又は派遣の期

間が更新された日以後に第１の

第９項各号に掲げる額が著しく

変動した場合において特に給与

の支給割合の再決定の必要があ

ると認められることとなった派

遣職員とする。

（削る） ３ 規則１８―０―５附則第２条

又は第３条の人事院が定める職

員に該当した職員の給与の支給

割合は、第１の第９項各号に掲

げる額が著しく変動した日を派

遣日とみなして第１の第１項か

ら第７項までの規定により決定

するものとする。

（削る） ４ 規則１８―０―５附則第２条

又は第３条の規定の適用がある

職員に対しては、人事異動通知

書又はこれに代わる文書により



その旨及び規則１８―０―５附

則第２条各号又は第３条各号に

掲げる期間の区分ごとの給与の

支給割合を通知するものとする。

（削る） ５ 規則１８―０―５による改正

後の規則１８―０第７条第１項

の規定による給与の支給割合が

、規則１８―０―５の施行の日

の前日における規則１８―０―

５による改正前の規則１８―０

第７条第１項又は第２項の規定

による給与の支給割合を超える

派遣職員に対しては、規則１８

―０―５による改正後の規則１

８―０第７条第１項の規定によ

る給与の支給割合を人事異動通

知書又はこれに代わる文書によ

り通知するものとする。

（削る） ６ 規則１８―０―５の施行の日

の前日から引き続き派遣されて

いる職員に係る規則１８―０―

５による改正後の規則１８―０

第７条第１項の規定による給与

の支給は、予算の範囲内で行う

ものとする。

第２ その他 第３ その他



１ 日本国外に在勤する派遣職員 （新設）

が次に掲げる職員となった場合

には、当分の間、第１の第８項

及び第９項の規定にかかわらず

、これらの職員となった日を派

遣日とみなし、給与の支給割合

を第１の第１項から第３項まで

、第６項及び第７項の規定によ

り再決定するものとする。

一 給与法附則第８項の規定の

適用を受ける職員となった場

合

二 在外公館に勤務する外務公

務員であるとした場合に給与

法附則第８項の規定の適用を

受ける職員となった場合（行

政職俸給表㈠又は指定職俸給

表の適用を受ける職員に限る

。）

２ 日本国内に在勤する派遣職員 （新設）

が前項第１号に掲げる職員とな

った場合には、当分の間、第１

の第８項及び第９項の規定にか

かわらず、当該職員となった日

を派遣日の前日とみなし、給与

の支給割合を第１の第４項から



第７項までの規定により再決定す

るものとする。

３ 前２項の規定により支給割合 （新設）

を再決定された派遣職員に対す

る第１の第９項及び第１０項の

規定の適用については、第１の

第９項中「前項」とあるのは「

前項若しくは第２の第１項若し

くは第２項」と、第１の第１０

項中「若しくは前項」とあるの

は「、前項若しくは第２の第１

項若しくは第２項」とする。

４ 前３項の規定により、給与の （新設）

支給割合を再決定することとな

った職員（当該再決定をするこ

ととなった日において規則１８

―０第４条第２項の規定により

派遣の期間を更新され、規則１

８―０第６条の規定により人事

異動通知書が交付される職員を

除く。）に対しては、人事異動

通知書又はこれに代わる文書（

以下この項において「通知書等

」という。）により支給される

給与の支給割合又は給与を支給

しない旨を通知するものとする



。ただし、通知書等の交付によ

らないことを適当と認める場合

には、適当な方法をもって通知

書等の交付に代えることができ

る。

５ 前項の規定による通知におい （新設）

て、人事異動通知書を用いて通

知する場合の「異動内容」欄に

は、「 年 月 日以後、派遣

の期間中、俸給、扶養手当、地

域手当、広域異動手当、研究員

調整手当、住居手当及び期末手

当の支給割合をそれぞれ１００

分の とする（又は「 年 月

日以後、派遣の期間中、給与

は支給しない」）」と記入する

ものとする。

６・７ （略） １・２ （略）

１５ 給実甲第５７６号（給与簿等の取扱いについて）の一部を次の表により改

正する。



改 正 後 改 正 前



１６ 給実甲第６０９号（俸給の調整額の運用について）の一部を次の表により

改正する。

改 正 後 改 正 前

規則別表第１第７号関係 規則別表第１第７号関係

１～６ （略） １～６ （略）

７ 「マッサージ師」とは、あん ７ 「マツサージ師」とは、あん

摩マッサージ指圧師の免許を有 摩マッサージ指圧師の免許を有

し、マッサージを行う職員で、 し、マッサージを行う職員で、

理学療法技術職員以外のものを 理学療法技術職員以外のものを

いう。 いう。

８～16 （略） ８～16 （略）

１７ 給実甲第６６０号（単身赴任手当の運用について）の一部を次の表により

改正する。

改 正 後 改 正 前

規則第５条関係 規則第５条関係

１ 次の各号に掲げる事由が発生 １ 国家公務員法（昭和２２年法

した職員については、当該各号 律第１２０号）第８１条の４第

に定める勤務箇所を規則第２条 １項若しくは第８１条の５第１

関係第２項第６号及び第７号の 項の規定による採用（同法第８

官署と、当該事由を同号並びに １条の２第１項の規定により退

規則第３条関係第２項第１号及 職した日（同法第８１条の３の

び第２号の異動等とみなして、 規定により勤務した後退職した

規則第２条関係第２項第６号及 日及び当該採用に係る任期が満

び第７号並びに規則第３条関係 了した日を含む。）の翌日にお

第２項第１号及び第２号の規定 けるものに限る。以下「再任用

を適用する。 」という。）をされた職員、国



一 国家公務員法（昭和２２年 際機関等に派遣される一般職の

法律第１２０号）第６０条の 国家公務員の処遇等に関する法

２第１項の規定による採用（ 律（昭和４５年法律第１１７号

同法の規定により退職した日 ）第２条第１項の規定による派

の翌日におけるものに限る。 遣、国と民間企業との間の人事

以下「定年前再任用」という 交流に関する法律（平成１１年

。）をされたこと 当該定年 法律第２２４号）第２条第３項

前再任用の直前の職員として に規定する交流派遣、法科大学

の引き続く在職期間中の勤務 院への裁判官及び検察官その他

箇所 の一般職の国家公務員の派遣に

二 国際機関等に派遣される一 関する法律（平成１５年法律第

般職の国家公務員の処遇等に ４０号）第１１条第１項の規定

関する法律（昭和４５年法律 による派遣、福島復興再生特別

第１１７号）第２条第１項の 措置法（平成２４年法律第２５

規定による派遣、国と民間企 号）第４８条の３第１項若しく

業との間の人事交流に関する は第８９条の３第１項の規定に

法律（平成１１年法律第２２ よる派遣、令和三年東京オリン

４号）第２条第３項に規定す ピック競技大会・東京パラリン

る交流派遣、法科大学院への ピック競技大会特別措置法（平

裁判官及び検察官その他の一 成２７年法律第３３号）第１７

般職の国家公務員の派遣に関 条第１項の規定による派遣、平

する法律（平成１５年法律第 成三十一年ラグビーワールドカ

４０号）第１１条第１項の規 ップ大会特別措置法（平成２７

定による派遣、福島復興再生 年法律第３４号）第４条第１項

特別措置法（平成２４年法律 の規定による派遣若しくは令和

第２５号）第４８条の３第１ 七年に開催される国際博覧会の



項若しくは第８９条の３第１ 準備及び運営のために必要な特

項の規定による派遣、令和三 別措置に関する法律（平成３１

年東京オリンピック競技大会 年法律第１８号）第２５条第１

・東京パラリンピック競技大 項の規定による派遣（以下「国

会特別措置法（平成２７年法 際機関等派遣等」という。）か

律第３３号）第１７条第１項 ら職務に復帰した職員、国と民

の規定による派遣、平成三十 間企業との間の人事交流に関す

一年ラグビーワールドカップ る法律第２条第４項に規定する

大会特別措置法（平成２７年 交流採用（以下「交流採用」と

法律第３４号）第４条第１項 いう。）をされた職員又は人事

の規定による派遣若しくは令 院規則１１―４（職員の身分保

和七年に開催される国際博覧 障）第３条第１項第１号から第

会の準備及び運営のために必 ４号までの規定による休職（以

要な特別措置に関する法律（ 下単に「休職」という。）から

平成３１年法律第１８号）第 復職した職員については、当該

２５条第１項の規定による派 再任用の直前の職員としての引

遣（以下「国際機関等派遣等 き続く在職期間中の勤務箇所、

」という。）から職務に復帰 当該国際機関等派遣等の期間中

したこと 当該国際機関等派 の勤務箇所、当該交流採用の直

遣等の期間中の勤務箇所 前に雇用されていた民間企業に

三 国と民間企業との間の人事 おける在職期間中の勤務箇所又

交流に関する法律第２条第４ は当該休職の期間中の勤務箇所

項に規定する交流採用（以下 を規則第２条関係第２項第６号

「交流採用」という。）をさ 及び第７号の官署と、再任用、

れたこと 当該交流採用の直 国際機関等派遣等から職務への

前に雇用されていた民間企業 復帰、交流採用又は休職からの



における在職期間中の勤務箇 復職を同号並びに規則第３条関

所 係第２項第１号及び第２号の異

四 人事院規則１１―４（職員 動等とみなして、規則第２条関

の身分保障）第３条第１項第 係第２項第６号及び第７号並び

１号から第４号までの規定に に規則第３条関係第２項第１号

よる休職（以下単に「休職」 及び第２号の規定を適用する。

という。）から復職したこと

当該休職の期間中の勤務箇

所

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 規則第５条第２項第４号、第 ４ 規則第５条第２項第４号、第

６号及び第７号に掲げる職員の ６号及び第７号に掲げる職員の

うち、配偶者のある職員に係る うち、配偶者のある職員に係る

「人事院の定める特別の事情」 「人事院の定める特別の事情」

は、次に掲げる事情とする。 は、次に掲げる事情とする。

一 配偶者が疾病等により介護 一 配偶者が疾病等により介護

を必要とする状態にある職員 を必要とする状態にある職員

又は配偶者の父母を介護する 又は配偶者の父母を介護する

ため、旧勤務地住宅（職員が ため、旧勤務地住宅（職員が

かつて在勤していた官署（検 かつて在勤していた官署（検

察官であった者又は行政執行 察官であった者又は行政執行

法人職員等であった者から人 法人職員等であった者から人

事交流等により引き続き俸給 事交流等により引き続き俸給

表の適用を受ける職員となっ 表の適用を受ける職員となっ

た者にあっては検察官又は行 た者にあっては検察官又は行

政執行法人職員等としての在 政執行法人職員等としての在



職の間の勤務箇所、定年前再 職の間の勤務箇所、再任用を

任用をされた職員にあっては された職員にあっては当該再

当該定年前再任用の直前の職 任用の直前の職員としての引

員としての引き続く在職期間 き続く在職期間中の勤務箇所

中の勤務箇所、国際機関等派 、国際機関等派遣等から職務

遣等から職務に復帰した職員 に復帰した職員、交流採用を

、交流採用をされた職員又は された職員又は休職から復職

休職から復職した職員にあっ した職員にあっては当該国際

ては当該国際機関等派遣等の 機関等派遣等の期間中の勤務

期間中の勤務箇所、当該交流 箇所、当該交流採用の直前に

採用の直前に雇用されていた 雇用されていた民間企業にお

民間企業における在職期間中 ける在職期間中の勤務箇所又

の勤務箇所又は当該休職の期 は当該休職の期間中の勤務箇

間中の勤務箇所を含む。以下 所を含む。以下この号及び第

この号及び第１０号において １０号において同じ。）の通

同じ。）の通勤圏（規則第３ 勤圏（規則第３条関係第１項

条関係第１項の規定の例に準 の規定の例に準じて算定した

じて算定した当該官署から住 当該官署から住宅までの距離

宅までの距離が６０キロメー が６０キロメートル未満の範

トル未満の範囲をいう。以下 囲をいう。以下この号及び第

この号及び第１０号において １０号において同じ。）内に

同じ。）内に所在する住宅又 所在する住宅又は職員が当該

は職員が当該官署に在勤して 官署に在勤していた間に居住

いた間に居住していた住宅で していた住宅であって通勤圏

あって通勤圏内に所在しない 内に所在しないものをいう。

ものをいう。以下同じ。）に 以下同じ。）に転居すること。



転居すること。

二・三 （略） 二・三 （略）

四 子が住居の移転を伴う直近 四 子が住居の移転を伴う直近

の官署を異にする異動又は在 の官署を異にする異動又は在

勤する官署の移転（検察官で 勤する官署の移転（検察官で

あった者又は行政執行法人職 あった者又は行政執行法人職

員等であった者から引き続き 員等であった者から引き続き

俸給表の適用を受ける職員と 俸給表の適用を受ける職員と

なった場合の当該適用及び定 なった場合の当該適用及び再

年前再任用をされた場合、国 任用をされた場合、国際機関

際機関等派遣等から職務に復 等派遣等から職務に復帰した

帰した場合、交流採用をされ 場合、交流採用をされた場合

た場合又は休職から復職した 又は休職から復職した場合の

場合の当該定年前再任用、復 当該再任用、復帰、交流採用

帰、交流採用又は復職を含む 又は復職を含む。以下「異動

。以下「異動等」という。） 等」という。）の日以後に疾

の日以後に疾病等を発症し、 病等を発症し、かつ、当該異

かつ、当該異動等に伴う転居 動等に伴う転居後の住居に引

後の住居に引き続き居住した き続き居住した場合には当該

場合には当該疾病等について 疾病等について適切な治療等

適切な治療等を受けることが を受けることができないと認

できないと認められるときに められるときに、配偶者が当

、配偶者が当該子を養育する 該子を養育するため、転居す

ため、転居すること。 ること。

五～十一 （略） 五～十一 （略）

５ （略） ５ （略）



６ 規則第５条第２項第８号の「 ６ 規則第５条第２項第８号の「

人事院の定める職員」は、次に 人事院の定める職員」は、次に

掲げる職員とする。 掲げる職員とする。

一 同一官署内における異動又 一 同一官署内における異動又

は職務内容の変更等（検察官 は職務内容の変更等（検察官

であった者又は行政執行法人 であった者又は行政執行法人

職員等であった者から人事交 職員等であった者から人事交

流等により引き続き俸給表の 流等により引き続き俸給表の

適用を受ける職員となった者 適用を受ける職員となった者

にあっては当該適用、定年前 にあっては当該適用、再任用

再任用をされた者にあっては をされた者にあっては当該再

当該定年前再任用。以下この 任用。以下この号及び次号に

号及び次号において同じ。） おいて同じ。）に伴い、職務

に伴い、職務の遂行上住居を の遂行上住居を移転し、規則

移転し、規則第２条に規定す 第２条に規定するやむを得な

るやむを得ない事情（配偶者 い事情（配偶者のない職員に

のない職員にあっては、規則 あっては、規則第５条第２項

第５条第２項第３号に規定す 第３号に規定する人事院の定

る人事院の定める事情）によ める事情）により、同居して

り、同居していた配偶者等（ いた配偶者等（同項第４号に

同項第４号に規定する配偶者 規定する配偶者等をいう。以

等をいう。以下同じ。）と別 下同じ。）と別居することと

居することとなった職員で、 なった職員で、当該異動又は

当該異動又は職務内容の変更 職務内容の変更等の直後の職

等の直後の職務の遂行上住居 務の遂行上住居を移転せざる

を移転せざるを得ないと事務 を得ないと事務総長が認める



総長が認めるもののうち、次 もののうち、次のいずれかに

のいずれかに掲げる職員 掲げる職員

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

二 （略） 二 （略）

三 配偶者のある職員で給与法 三 配偶者のある職員で給与法

第１２条の２第１項又は第３ 第１２条の２第１項又は第３

項の単身赴任手当を支給され 項の単身赴任手当を支給され

る職員たる要件に該当してい る職員たる要件に該当してい

るものが配偶者を欠くことと るものが配偶者を欠くことと

なった場合において、当該配 なった場合において、当該配

偶者を欠くこととなった職員 偶者を欠くこととなった職員

のうち、官署を異にする異動 のうち、官署を異にする異動

若しくは在勤する官署の移転 若しくは在勤する官署の移転

又は同一官署内における異動 又は同一官署内における異動

若しくは職務内容の変更等（ 若しくは職務内容の変更等（

検察官であった者又は行政執 検察官であった者又は行政執

行法人職員等であった者から 行法人職員等であった者から

引き続き俸給表の適用を受け 引き続き俸給表の適用を受け

る職員となったものにあって る職員となったものにあって

は当該適用、定年前再任用を は当該適用、再任用をされた

されたもの、国際機関等派遣 もの、国際機関等派遣等から

等から職務に復帰したもの、 職務に復帰したもの、交流採

交流採用をされたもの又は休 用をされたもの又は休職から

職から復職したものにあって 復職したものにあっては当該

は当該定年前再任用、復帰、 再任用、復帰、交流採用又は

交流採用又は復職）の直前に 復職）の直前に配偶者のない



配偶者のない職員であったも 職員であったものとした場合

のとした場合に規則第５条第 に規則第５条第２項第３号か

２項第３号から第７号まで又 ら第７号まで又は前２号に掲

は前２号に掲げる職員たる要 げる職員たる要件に該当する

件に該当することとなる職員 こととなる職員

四 （略） 四 （略）

五 定年前再任用をされた職員 五 再任用をされた職員、国際

、国際機関等派遣等から職務 機関等派遣等から職務に復帰

に復帰した職員又は休職から した職員又は休職から復職し

復職した職員のうち、定年前 た職員のうち、再任用の直前

再任用の直前の職員としての の職員としての引き続く在職

引き続く在職期間中の勤務箇 期間中の勤務箇所、国際機関

所、国際機関等派遣等の期間 等派遣等の期間中の勤務箇所

中の勤務箇所又は休職の期間 又は休職の期間中の勤務箇所

中の勤務箇所を給与法第１２ を給与法第１２条の２第１項

条の２第１項、規則第５条第 、規則第５条第２項第２号か

２項第２号から第６号まで又 ら第６号まで又は第１号から

は第１号から第３号までの官 第３号までの官署とみなした

署とみなした場合に、定年前 場合に、再任用（直近のもの

再任用（直近のものに限る。 に限る。）又は当該職務への

）又は当該職務への復帰若し 復帰若しくは休職からの復職

くは休職からの復職前から引 前から引き続き給与法第１２

き続き給与法第１２条の２第 条の２第１項、規則第５条第

１項、規則第５条第２項第２ ２項第２号から第６号まで又

号から第６号まで又は第１号 は第１号から第３号までに規

から第３号までに規定する職 定する職員たる要件に該当す



員たる要件に該当することと ることとなる職員

なる職員

六 単身赴任手当の支給を受け 六 単身赴任手当の支給を受け

ている配偶者（検察官であっ ている配偶者（検察官であっ

た者又は行政執行法人職員等 た者又は行政執行法人職員等

であった者から人事交流等に であった者から人事交流等に

より引き続き俸給表の適用を より引き続き俸給表の適用を

受ける職員となった配偶者で 受ける職員となった配偶者で

第４号に掲げる職員に該当す 第４号に掲げる職員に該当す

るもの、定年前再任用をされ るもの、再任用をされた配偶

た配偶者及び国際機関等派遣 者及び国際機関等派遣等から

等から職務に復帰した配偶者 職務に復帰した配偶者又は休

又は休職から復職した配偶者 職から復職した配偶者で前号

で前号に掲げる職員に該当す に掲げる職員に該当するもの

るものを含む。以下この号に を含む。以下この号において

おいて同じ。）が官署を異に 同じ。）が官署を異にする異

する異動又は在勤する官署の 動又は在勤する官署の移転（

移転（検察官であった者又は 検察官であった者又は行政執

行政執行法人職員等であった 行法人職員等であった者から

者から人事交流等により引き 人事交流等により引き続き俸

続き俸給表の適用を受ける職 給表の適用を受ける職員とな

員となった配偶者で第４号に った配偶者で第４号に掲げる

掲げる職員に該当するものに 職員に該当するものにあって

あっては当該適用、定年前再 は当該適用、再任用をされた

任用をされた配偶者、国際機 配偶者、国際機関等派遣等か

関等派遣等から職務に復帰し ら職務に復帰した配偶者又は



た配偶者又は休職から復職し 休職から復職した配偶者で前

た配偶者で前号に掲げる職員 号に掲げる職員に該当するも

に該当するものにあっては当 のにあっては当該再任用、復

該定年前再任用、復帰又は復 帰又は復職。以下この号にお

職。以下この号において同じ いて同じ。）に伴い職員が居

。）に伴い職員が居住する住 住する住居に転居した日（そ

居に転居した日（その日が当 の日が当該異動又は官署の移

該異動又は官署の移転の日か 転の日から当該異動又は官署

ら当該異動又は官署の移転の の移転の直後に在勤する官署

直後に在勤する官署への勤務 への勤務を開始すべきことと

を開始すべきこととされる日 される日までの間にある場合

までの間にある場合に限る。 に限る。）と同日の異動等に

）と同日の異動等に伴い住居 伴い住居を移転することによ

を移転することにより引き続 り引き続き当該配偶者と別居

き当該配偶者と別居すること することとなった職員で、当

となった職員で、当該異動等 該異動等の直前の住居から当

の直前の住居から当該異動等 該異動等の直後に在勤する官

の直後に在勤する官署に通勤 署に通勤することが規則第３

することが規則第３条に規定 条に規定する基準に照らして

する基準に照らして困難であ 困難であると認められるもの

ると認められるもの（規則第 （規則第５条第２項第２号又

５条第２項第２号又は第５号 は第５号の人事院が認める職

の人事院が認める職員を含む 員を含む。）（当該日の同一

。）（当該日の同一官署内に 官署内における異動又は職務

おける異動又は職務内容の変 内容の変更等（検察官であっ

更等（検察官であった者又は た者又は行政執行法人職員等



行政執行法人職員等であった であった者から人事交流等に

者から人事交流等により引き より引き続き俸給表の適用を

続き俸給表の適用を受ける職 受ける職員となった者にあっ

員となった者にあっては当該 ては当該適用、再任用をされ

適用、定年前再任用をされた た者にあっては当該再任用）

者にあっては当該定年前再任 に伴い職務の遂行上住居を移

用）に伴い職務の遂行上住居 転することにより引き続き当

を移転することにより引き続 該配偶者と別居することとな

き当該配偶者と別居すること った職員で、当該異動又は職

となった職員で、当該異動又 務内容の変更等の直後の職務

は職務内容の変更等の直後の の遂行上住居を移転せざるを

職務の遂行上住居を移転せざ 得ないと事務総長が認めるも

るを得ないと事務総長が認め のを含む。）のうち、単身で

るものを含む。）のうち、単 生活することを常況とする職

身で生活することを常況とす 員又は満１５歳に達する日以

る職員又は満１５歳に達する 後の最初の３月３１日までの

日以後の最初の３月３１日ま 間にある子のみと同居して生

での間にある子のみと同居し 活することを常況とする職員

て生活することを常況とする 。ただし、当該配偶者が単身

職員。ただし、当該配偶者が 赴任手当の支給を受ける場合

単身赴任手当の支給を受ける を除く。

場合を除く。

規則第８条関係 規則第８条関係

１・２ （略） １・２ （略）

３ 単身赴任手当を受けている職 ３ 単身赴任手当を受けている職

員が各庁の長を異にする異動（ 員が各庁の長を異にする異動（



定年前再任用前の各庁の長と定 再任用前の各庁の長と再任用後

年前再任用後の各庁の長が異な の各庁の長が異なる場合の当該

る場合の当該定年前再任用を含 再任用を含む。以下この項にお

む。以下この項において同じ。 いて同じ。）をした場合には、

）をした場合には、異動前の各 異動前の各庁の長は当該職員に

庁の長は当該職員に係る単身赴 係る単身赴任手当認定簿を当該

任手当認定簿を当該職員から既 職員から既に提出された単身赴

に提出された単身赴任届及び証 任届及び証明書類と共に異動後

明書類と共に異動後の各庁の長 の各庁の長に送付するものとす

に送付するものとする。 る。

４ （略） ４ （略）

別紙第１ 別紙第１

記入上の注意 記入上の注意

１～４ （略） １～４ （略）

５ 検察官若しくは行政執行法人 ５ 検察官若しくは行政執行法人

職員等から人事交流等により引 職員等から人事交流等により引

き続き俸給表の適用を受けるこ き続き俸給表の適用を受けるこ

ととなった者又は定年前再任用 ととなった者又は再任用をされ

（暫定再任用を含む。）をされ た者、国際機関等派遣等から職

た者、国際機関等派遣等から職 務に復帰した者、交流採用をさ

務に復帰した者、交流採用をさ れた者若しくは休職から復職し

れた者若しくは休職から復職し た者にあっては、「異動」とあ

た者にあっては、「異動」とあ るのをそれぞれ「適用」又は「

るのをそれぞれ「適用」又は「 再任用」、「復帰」、「交流採

再任用」、「復帰」、「交流採 用」若しくは「復職」と読み替

用」若しくは「復職」と読み替 えて記入する。



えて記入する。

６・７ （略） ６・７ （略）

１８ 「人事院規則１０―４（職員の保健及び安全保持）の運用について（昭和

６２年１２月２５日職福―６９１）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第１９条及び第２０条関係 第１９条及び第２０条関係

１ 第１９条第１項の「人事院の １ 第１９条第１項の「人事院の

定める非常勤職員」は、次に掲 定める非常勤職員」は、次に掲

げる非常勤職員以外の非常勤職 げる非常勤職員以外の非常勤職

員とする。 員とする。

⑴ 国家公務員法（昭和２２年 ⑴ 国家公務員法（昭和２２年

法律第１２０号）第６０条の 法律第１２０号）第８１条の

２第１項に規定する短時間勤 ５第１項に規定する短時間勤

務の官職を占める職員 務の官職を占める職員

⑵ （略） ⑵ （略）

２～１０ （略） ２～１０ （略）

１１ 国家公務員法第６０条の２ １１ 国家公務員法第８１条の４

第１項の規定による採用（以 第１項又は第８１条の５第１

下「定年前再任用」という。 項の規定に基づく採用（以下

）を行おうとする者に係る第 「再任用」という。）を行お

１９条第１項前段の規定に基 うとする者に係る第１９条第

づく健康診断については、そ １項前段の規定に基づく健康

の者が当該健康診断の実施時 診断については、その者が当

期前１年以内に第２０条の規 該健康診断の実施時期前１年

定に基づく健康診断を受けて 以内に第２０条の規定に基づ

いるときは、同一の検査の項 く健康診断を受けているとき



目については、検査を行う必 は、同一の検査の項目につい

要はない。規則別表第３に掲 ては、検査を行う必要はない

げる業務に従事させるために 。規則別表第３に掲げる業務

定年前再任用を行おうとする に従事させるために再任用を

者に係る第１９条第１項後段 行おうとする者に係る第１９

の規定に基づく特別の健康診 条第１項後段の規定に基づく

断について、その者が当該健 特別の健康診断について、そ

康診断の実施時期前６月以内 の者が当該健康診断の実施時

に第２０条の規定に基づく健 期前６月以内に第２０条の規

康診断を受けているときの同 定に基づく健康診断を受けて

一の検査の項目についても、 いるときの同一の検査の項目

同様とする。 についても、同様とする。

別紙第５ 定期健康診断等の報告書 別紙第５ 定期健康診断等の報告書

の様式及び記入要領 の様式及び記入要領

２ 記入要領 ２ 記入要領

「職員数」の欄には、報告年度 「職員数」の欄には、報告年度

の３月末日現在でこの報告の対象 の３月末日現在でこの報告の対象

となった各省各庁における職員（ となった各省各庁における職員（

常勤の職員及び国家公務員法第６ 常勤の職員及び国家公務員法第８

０条の２第１項に規定する短時間 １条の５第１項に規定する短時間

勤務の官職を占める職員をいう。 勤務の官職を占める職員をいう。

以下この別紙において同じ。）の 以下同じ。）の総数を記入するこ

総数を記入すること。 と。

（一般の健康診断） （一般の健康診断）

⑴～⑻ （略） ⑴～⑻ （略）

⑼ 「非常勤職員の健康診断」の ⑼ 「非常勤職員の健康診断」の



欄には、規則第２０条第２項第 欄には、規則第２０条第２項第

１号に掲げる一般定期健康診断 １号に掲げる一般定期健康診断

に関し、規則別表第３に掲げる に関し、規則別表第３に掲げる

業務に６月を超えて従事する非 業務に６月を超えて従事する非

常勤職員（国家公務員法第６０ 常勤職員（国家公務員法第８１

条の２第１項に規定する短時間 条の５第１項に規定する短時間

勤務の官職を占める職員を除く 勤務の官職を占める職員を除く

。以下この⑼及び⑽において同 。以下この⑼及び⑽において同

じ。）及び第１９条及び第２０ じ。）及び第１９条及び第２０

条関係第３項⑵に掲げる非常勤 条関係第３項⑵に掲げる非常勤

職員について記入すること。こ 職員について記入すること。こ

の場合において、総合健診職員 の場合において、総合健診職員

に相当する非常勤職員以外の非 に相当する非常勤職員以外の非

常勤職員の数を該当欄の左欄に 常勤職員の数を該当欄の左欄に

、総合健診職員に相当する非常 、総合健診職員に相当する非常

勤職員の数を該当欄の右欄に記 勤職員の数を該当欄の右欄に記

入すること。 入すること。

なお、（ ）内には、当該健 なお、（ ）内には、当該健

康診断に関し、対象者以外の非 康診断に関し、対象者以外の非

常勤職員について外数として記 常勤職員について外数として記

入すること。 入すること。

⑽～⒀ （略） ⑽～⒀ （略）

（特別の健康診断） （特別の健康診断）

（略） （略）

（指導区分及び事後措置） （指導区分及び事後措置）

（略） （略）



１９ 「人事院規則１０―１１（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務並びに

深夜勤務及び超過勤務の制限）の運用について（平成１０年１１月１３日職福

―４４３）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第６条関係 第６条関係

１・２ （略） １・２ （略）

３ 「深夜勤務をさせてはならな ３ 「深夜勤務をさせてはならな

い」とは、常勤の職員（国家公 い」とは、常勤の職員（国家公

務員の育児休業等に関する法律 務員の育児休業等に関する法律

（平成３年法律第１０９号。以 （平成３年法律第１０９号）第

下「育児休業法」という。）第 １３条第１項に規定する育児短

１３条第１項に規定する育児短 時間勤務職員及び同法第２２条

時間勤務職員及び育児休業法第 の規定による短時間勤務をして

２２条の規定による短時間勤務 いる職員（以下この項において

をしている職員（以下この項に 「育児短時間勤務職員等」とい

おいて「育児短時間勤務職員等 う。）を除く。）及び国家公務

」という。）を除く。）並びに 員法（昭和２２年法律第１２０

国家公務員法（昭和２２年法律 号）第８１条の５第１項に規定

第１２０号）第６０条の２第２ する短時間勤務の官職を占める

項に規定する定年前再任用短時 職員（以下この項において「再

間勤務職員及び育児休業法第２ 任用短時間勤務職員等」という

３条第２項に規定する任期付短 。）にあっては、深夜において

時間勤務職員（以下この項にお 、勤務時間を割り振ってはなら

いて「定年前再任用短時間勤務 ないこと並びに勤務時間法第１

職員等」という。）にあっては ３条第１項及び第２項に規定す

、深夜において、勤務時間を割 る勤務を命じてはならないこと



り振ってはならないこと並びに 、育児短時間勤務職員等にあっ

勤務時間法第１３条第１項及び ては、深夜において勤務時間を

第２項に規定する勤務を命じて 割り振ってはならないこと、常

はならないことをいい、育児短 勤を要しない職員（再任用短時

時間勤務職員等にあっては、深 間勤務職員等を除く。）にあっ

夜において勤務時間を割り振っ ては、深夜において、勤務時間

てはならないことをいい、常勤 を定めてはならないこと及び当

を要しない職員（定年前再任用 該勤務時間以外の時間における

短時間勤務職員等を除く。）に 勤務を命じてはならないことを

あっては、深夜において、勤務 いう。

時間を定めてはならないこと及

び当該勤務時間以外の時間にお

ける勤務を命じてはならないこ

とをいう。

４ （略） ４ （略）

２０ 「人事院規則１１―１０（職員の降給）の運用について（平成２１年３月

１８日給２―２６）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第７条関係 第７条関係

１ （略） １ （略）

２ この条の規定により交付する ２ この条の規定により交付する

通知書の「異動内容」欄の記入 通知書の「異動内容」欄の記入

要領は、次のとおりとする。た 要領は、次のとおりとする。た

だし、これによっては特に支障 だし、これによっては特に支障

がある場合には、これによらな がある場合には、これによらな

いことができる。 いことができる。



⑴ 降格させる場合 ⑴ 降格させる場合

「国家公務員法第７５条第 「国家公務員法第７５条第

２項及びアの規定によりイに ２項及び人事院規則１１―１

降格させる。ウを給する。」 ０第４条アの規定によりイに

と記入する。 降格させる。ウを給する。」

と記入する。

注１ 「ア」の記号をもって 注１ 「ア」の記号をもって

表示する事項は、根拠と 表示する事項は、根拠と

なる条項とする。この場 なる条項とする。

合には、第４条に定める

事由により降格させると

きは、同条に定める事由

のうち該当する事由を規

定する条項を記入し、国

家公務員法第８１条の２

第１項に規定する降給を

させるときは、「第８１

条の２第１項」と記入す

る。

２・３ （略） ２・３ （略）

⑵ （略） ⑵ （略）

３ 各庁の長は、職員を降給させ ３ 各庁の長は、職員を降給する

る場合（国家公務員法第８１条 場合においては、当該職員が現

の２第３項に規定する他の官職 に任命されている官職の任命権

への降任等に伴う降給の場合を 者（人事院規則８―１２（職員

除く。）においては、当該職員 の任免）第４条第１２号に規定



が現に任命されている官職の任 する任命権者をいう。ただし、

命権者（人事院規則８―１２（ 当該各庁の長である任命権者を

職員の任免）第４条第１２号に 除く。）にその旨を通知するも

規定する任命権者をいう。ただ のとする。

し、当該各庁の長である任命権

者を除く。）にその旨を通知す

るものとする。

２１ 「人事院規則１２―０（職員の懲戒）の運用について（昭和３２年６月１

日職職―３９３）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第３条関係 第３条関係

１～３ （略） １～３ （略）

４ 減給期間中に昇給、昇格その他 ４ 減給期間中に昇給・昇格・休職

の事由により俸給の月額が変動し その他俸給が変更した場合にも、

た場合にも、この条の後段に規定 減給の計算については、減給発令

する場合を除き、減給の額の計算 時の俸給を基礎とする。

については、減給発令時に受けて

いた俸給の月額を基礎とする。

５・６ （略） ５・６ （略）

２２ 「人事院規則１４―７（政治的行為）の運用方針について（昭和２４年１

０月２１日法審発第２０７８号）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

３ 規則の適用範囲 ３ 規則の適用範囲

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３） 「法及び規則中政治的行 （３） 「法及び規則中政治的行

為の禁止又は制限に関する規定 為の禁止又は制限に関する規定



」は、顧問、参与又は委員の名 」は、顧問、参与又は委員の名

称を有する諮問的な非常勤の職 称を有する諮問的な非常勤の職

員（国家公務員法第６０条の２ 員（法第８１条の５第１項に規

第１項に規定する短時間勤務の 定する短時間勤務の官職を占め

官職を占める職員を除く。以下 る職員を除く。（３）において

この（３）において同じ。）の 同じ。）の他の法令に違反しな

他の法令に違反しない行為には い行為には適用されない。また

適用されない。また、顧問、参 、顧問、参与又は委員の名称を

与又は委員の名称を有しない諮 有しない諮問的な非常勤の職員

問的な非常勤の職員であつても であつても、これらと同様な諮

、これらと同様な諮問的な非常 問的な非常勤の職員で、人事院

勤の職員で、人事院が特に指定 が特に指定するものの同様な行

するものの同様な行為にも適用 為にも適用されない。なお、委

されない。なお、委員の名称を 員の名称を有するものであつて

有するものであつても、国家行 も、国家行政組織法第３条に規

政組織法（昭和２３年法律第１ 定する委員会の委員は、ここに

２０号）第３条に規定する委員 いう委員には含まれない。本項

会の委員は、ここにいう委員に ただし書に該当する職員は、他

は含まれない。第１項ただし書 の法令で禁止されていない限り

に該当する職員は、他の法令で 、この規則に規定する政治的行

禁止されていない限り、この規 為を行つたり規則１４―５に定

則に規定する政治的行為を行つ める公選による公職の候補者と

たり規則１４―５に定める公選 なつたり、公選による公職を併

による公職の候補者となつたり せ占めたり、政党の役員等にな

、公選による公職を併せ占めた ることを禁止されない。すなわ

り、政党の役員等になることを ち、この規則は、これらの職員



禁止されない。すなわち、この の職務と責任の特殊性に基づき

規則は、これらの職員の職務と 、国家公務員法附則第１３条の

責任の特殊性に基づき、国家公 規定に従い、職員の政治的行為

務員法附則第４条の規定に従い の制限に関する特例を定めたも

、職員の政治的行為の制限に関 のである。

する特例を定めたものである。

（４）～（７） （略） （４）～（７） （略）

２３ 「職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（平成６年７月２７日職

職―３２８）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第３ 勤務時間法第６条第３項の規 第３ 勤務時間法第６条第３項の規

定に基づく勤務時間の割振り並び 定に基づく勤務時間の割振り並び

に同条第４項の規定に基づく週休 に同条第４項の規定に基づく週休

日及び勤務時間の割振りの基準等 日及び勤務時間の割振りの基準等

関係 関係

１～４ （略） １～４ （略）

５ 規則第３条第３項（規則第４ ５ 規則第３条第３項（規則第４

条の３第２項において準用する 条の３第２項において準用する

場合を含む。）の規定により当 場合を含む。）の規定により当

該規定に規定する基準によらな 該規定に規定する基準によらな

いことができるのは、当該定年 いことができるのは、当該再任

前再任用短時間勤務職員等（規 用短時間勤務職員等（規則第３

則第３条第１項第１号に規定す 条第１項第１号に規定する再任

る定年前再任用短時間勤務職員 用短時間勤務職員等をいう。以

等をいう。以下同じ。）の業務 下同じ。）の業務内容、勤務す

内容、勤務する部局又は機関の る部局又は機関の他の職員の勤



他の職員の勤務時間帯等を考慮 務時間帯等を考慮して公務の運

して公務の運営に必要と認めら 営に必要と認められる範囲内に

れる範囲内に限る。 限る。

６・７ （略） ６・７ （略）

８ 定年前再任用短時間勤務職員 ８ 再任用短時間勤務職員等につ

等については、単位期間（規則 いては、単位期間（規則第４条

第４条の２に規定する単位期間 の２に規定する単位期間をいう

をいう。第４の第１項を除き、 。第４の第１項を除き、以下同

以下同じ。）に休日があること じ。）に休日があることその他

その他の事情によりやむを得な の事情によりやむを得ない場合

い場合には、必要と認められる には、必要と認められる範囲内

範囲内において、前項の規定に において、前項の規定によらな

よらないことができる。 いことができる。

９ （略） ９ （略）

１０ 規則第４条第２項第１号後 １０ 規則第４条第２項第１号後

段の規定による勤務時間の割振 段の規定による勤務時間の割振

りは、次に定める基準に適合す りは、次に定める基準に適合す

るように行うものとする。この るように行うものとする。この

場合において、申告どおりに勤 場合において、申告どおりに勤

務時間を割り振ると公務の運営 務時間を割り振ると公務の運営

に支障が生ずる日について勤務 に支障が生ずる日について勤務

時間数を変更して勤務時間を割 時間数を変更して勤務時間を割

り振るときは、必要な限度にお り振るときは、必要な限度にお

いて、当該支障が生ずる日以外 いて、当該支障が生ずる日以外

の日について勤務時間数を変更 の日について勤務時間数を変更

して勤務時間を割り振るものと して勤務時間を割り振るものと



する。 する。

⑴ 申告された勤務時間を延長 ⑴ 申告された勤務時間を延長

して勤務時間を割り振る日に して勤務時間を割り振る日に

ついては、延長後の勤務時間 ついては、延長後の勤務時間

が７時間４５分（定年前再任 が７時間４５分（再任用短時

用短時間勤務職員等にあって 間勤務職員等にあっては、そ

は、その者の単位期間ごとの の者の単位期間ごとの期間に

期間における勤務時間を当該 おける勤務時間を当該期間に

期間における勤務時間法第６ おける勤務時間法第６条第１

条第１項の規定による週休日 項の規定による週休日以外の

以外の日の日数で除して得た 日の日数で除して得た時間。

時間。以下この⑴、第１３項 以下この⑴、第１３項⑴ア及

⑴ア及び第１７項⑴において び第１７項⑴において同じ。

同じ。）を超えないようにし ）を超えないようにし、申告

、申告された勤務時間を短縮 された勤務時間を短縮して勤

して勤務時間を割り振る日に 務時間を割り振る日について

ついては、短縮後の勤務時間 は、短縮後の勤務時間が７時

が７時間４５分を下回らない 間４５分を下回らないように

ようにすること。 すること。

⑵ （略） ⑵ （略）

１１～１４ （略） １１～１４ （略）

１５ 規則第４条の２の「人事院 １５ 規則第４条の２の「人事院

の定める場合」は次に掲げる場 の定める場合」は次に掲げる場

合とし、各省各庁の長は、当該 合とし、各省各庁の長は、当該

場合の区分に応じ、同条の規定 場合の区分に応じ、同条の規定

により勤務時間法第６条第３項 により勤務時間法第６条第３項



の規定に基づく勤務時間の割振 の規定に基づく勤務時間の割振

りに係る単位期間をそれぞれ次 りに係る単位期間をそれぞれ次

に定める１週間、２週間又は３ に定める１週間、２週間又は３

週間とする。 週間とする。

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 勤務時間を割り振ろうとす ⑵ 勤務時間を割り振ろうとす

る日の初日から起算して４週 る日の初日から起算して４週

間を経過する日前に国家公務 間を経過する日前に国家公務

員法（昭和２２年法律第１２ 員法（昭和２２年法律第１２

０号）第８１条の６第１項の ０号）第８１条の２第１項の

規定による退職その他の離職 規定による退職その他の離職

をすることが明らかである場 をすることが明らかである場

合 当該初日から当該離職を 合 当該初日から当該離職を

する日までの期間 する日までの期間

⑶ （略） ⑶ （略）

１６～２５（略） １６～２５ （略）

第１２ 年次休暇関係 第１２ 年次休暇関係

１ （略） １ （略）

２ 勤務時間法第１７条第１項第 ２ 勤務時間法第１７条第１項第

２号の新たに職員となった者に ２号の新たに職員となった者に

は、非常勤職員（定年前再任用 は、非常勤職員（再任用短時間

短時間勤務職員等を除く。）か 勤務職員等を除く。）から引き

ら引き続き常勤職員となった者 続き常勤職員となった者を含む。

を含む。

３ 勤務時間法第１７条第１項第 ３ 勤務時間法第１７条第１項第

２号の任期が満了することによ ２号の任期が満了することによ



り退職することとなる者には、 り退職することとなる者には、

国家公務員法第８１条の６第１ 国家公務員法第８１条の２の規

項の規定に基づき退職すること 定に基づき退職することとなる

となる職員、同法第８１条の７ 職員、同法第８１条の３の規定

第１項の期限又は同条第２項の に基づき定められた期限が到来

規定により延長された期限が到 することにより退職することと

来することにより退職すること なる職員及び任期を定めて任用

となる職員及び任期を定めて任 されている職員のうち別段の定

用されている職員のうち別段の めをしない限り繰り返し任用す

定めをしない限り繰り返し任用 ることとされている職員を含ま

することとされている職員を含 ない。

まない。

４～７ （略） ４～７ （略）

８ 規則第１８条の２第１項第２ ８ 規則第１８条の２第１項第２

号の「人事院が別に定める日数 号の「人事院が別に定める日数

」は、次に掲げる職員の区分に 」は、次に掲げる職員の区分に

応じ、それぞれ次に定める日数 応じ、次に掲げる日数とする。

とする。

⑴ 当該年において、定年前再 ⑴ 当該年において、再任用職

任用短時間勤務職員等に相当 員（再任用短時間勤務職員を

する行政執行法人職員等（勤 除く。以下⑴及び第１０項に

務時間法第１７条第１項第３ おいて同じ。）に相当する行

号に規定する行政執行法人職 政執行法人職員等（勤務時間

員等をいう。以下同じ。）と 法第１７条第１項第３号に規

なった者であって、引き続き 定する行政執行法人職員等を

定年前再任用短時間勤務職員 いう。以下同じ。）となった



等となったもの（⑵に掲げる 者であって、引き続き再任用

職員を除く。） 当該行政執 職員となったもの 当該行政

行法人職員等から引き続き定 執行法人職員等となった日に

年前再任用短時間勤務職員等 おいて新たに再任用職員とな

となった日において新たに定 ったものとみなした場合にお

年前再任用短時間勤務職員等 けるその者の在職期間に応じ

となったものとして勤務時間 た規則別表第１の日数欄に掲

法第１７条第１項第２号の規 げる日数から、当該年におい

定を適用した場合に得られる て再任用職員となった日の前

日数に、当該行政執行法人職 日までの間に使用した年次休

員等となった日において当該 暇に相当する休暇の日数（１

行政執行法人職員等が相当す 日未満の端数があるときは、

る定年前再任用短時間勤務職 これを切り上げた日数）を減

員等となり、かつ、当該年に じて得た日数

おいて定年前再任用短時間勤

務職員等となった日の前日に

おいて任期が満了することに

より退職することとなるもの

とみなして同号の規定を適用

した場合に得られる日数（第

１０項⑵イにおいて「定年前

再任用短時間勤務職員等みな

し付与日数」という。）から

、同日までの間に使用した年

次休暇に相当する休暇の日数

（１日未満の端数があるとき



は、これを切り上げた日数）

を減じて得た日数を加えて得

た日数

⑵ 当該年において、新たに定 ⑵ 当該年において、再任用職

年前再任用短時間勤務職員等 員又は任期付短時間勤務職員

となった者（行政執行法人職 （以下「再任用職員等」とい

員等から引き続き定年前再任 う。）に相当する行政執行法

用短時間勤務職員等となった 人職員等となった者であって

者を除く。）であって、引き 、引き続き再任用職員等とな

続き定年前再任用短時間勤務 ったもの（⑴に掲げる職員を

職員等に相当する行政執行法 除く。） 次に掲げる場合に

人職員等となり、当該行政執 応じ、次に掲げる日数

行法人職員等から引き続き定

年前再任用短時間勤務職員等

となったもの ⑴に定める日

数に、当該行政執行法人職員

等となった日の前日における

年次休暇の残日数（１日未満

の端数があるときは、これを

切り捨てた日数）を加えて得

た日数

（削る） ア 当該年において、再任用

職員等に相当する行政執行

法人職員等から引き続き再

任用職員等となった場合（

イに掲げる場合を除く。）



当該行政執行法人職員等

から引き続き再任用職員等

となった日において勤務時

間法第１７条第１項第２号

の規定を適用した場合に得

られる日数に、当該行政執

行法人職員等となった日に

おいて当該行政執行法人職

員等が相当する再任用職員

等となり、かつ、当該年に

おいて再任用職員等となっ

た日の前日において任期が

満了することにより退職す

ることとなるものとみなし

て同号の規定を適用した場

合に得られる日数（第１０

項⑵イにおいて「再任用職

員等みなし付与日数」とい

う。）から、同日までの間

に使用した年次休暇に相当

する休暇の日数（１日未満

の端数があるときは、これ

を切り上げた日数）を減じ

て得た日数を加えて得た日

数

（削る） イ 当該年において、新たに



再任用職員等となった者（

行政執行法人職員等から引

き続き再任用職員等となっ

た者を除く。）から引き続

き再任用職員等に相当する

行政執行法人職員等となり

、当該行政執行法人職員等

から引き続き再任用職員等

となった場合 アに掲げる

日数に、当該行政執行法人

職員等となった日の前日に

おける年次休暇の残日数（

１日未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた日数

）を加えて得た日数

９ （略） ９ （略）

１０ 規則第１８条の２第４項第 １０ 規則第１８条の２第４項第

２号の「人事院が別に定める日 ２号の「人事院が別に定める日

数」は、次に掲げる職員の区分 数」は、次に掲げる職員の区分

に応じ、それぞれ次に定める日 に応じ、次に掲げる日数とする。

数とする。

⑴ 当該年の前年に定年前再任 ⑴ 当該年の前年に再任用職員

用短時間勤務職員等に相当す 等に相当する行政執行法人職

る行政執行法人職員等であっ 員等であった者であって、引

た者であって、引き続き当該 き続き当該年に再任用職員等

年に定年前再任用短時間勤務 となったもの 次に掲げる場



職員等となったもの 次に掲 合に応じ、次に掲げる日数

げる場合に応じ、それぞれ次

に定める日数

ア 当該年の初日に定年前再 ア 当該年の初日に再任用職

任用短時間勤務職員等とな 員等となった場合 再任用

った場合 定年前再任用短 職員等となった日において

時間勤務職員等となった日 勤務時間法第１７条第１項

において新たに定年前再任 第１号（育児休業法第２５

用短時間勤務職員等となっ 条の規定により読み替えて

たものとして勤務時間法第 適用する場合を含む。以下

１７条第１項第１号（育児 同じ。）又は第２号の規定

休業法第２５条の規定によ を適用した場合に得られる

り読み替えて適用する場合 日数に、当該年の前年にお

を含む。以下同じ。）又は ける年次休暇に相当する休

第２号の規定を適用した場 暇の残日数（１日未満の端

合に得られる日数に、当該 数があるときは、これを切

年の前年における年次休暇 り捨てた日数とし、当該日

に相当する休暇の残日数（ 数が当該年の前年における

１日未満の端数があるとき 当該行政執行法人職員等と

は、これを切り捨てた日数 して在職した期間を当該行

とし、当該日数が当該年の 政執行法人職員等が相当す

前年における当該行政執行 る再任用職員等として在職

法人職員等として在職した したものとみなして勤務時

期間を当該行政執行法人職 間法第１７条第１項第１号

員等が相当する定年前再任 又は第２号の規定を適用し

用短時間勤務職員等として た場合に得られる日数を超



在職したものとみなして勤 えるときは、当該日数。イ

務時間法第１７条第１項第 において同じ。）を加えて

１号又は第２号の規定を適 得た日数

用した場合に得られる日数

を超えるときは、当該日数

。イにおいて同じ。）を加

えて得た日数

イ 当該年の初日後に定年前 イ 当該年の初日後に再任用

再任用短時間勤務職員等と 職員等となった場合 次に

なった場合 当該年におい 掲げる場合に応じ、次に掲

て定年前再任用短時間勤務 げる日数

職員等となった日において

新たに定年前再任用短時間

勤務職員等となったものと

して勤務時間法第１７条第

１項第２号の規定を適用し

た場合に得られる日数（⑵

において「基礎日数」とい

う。）に、当該年の初日に

おいて定年前再任用短時間

勤務職員等となり、かつ、

当該年において定年前再任

用短時間勤務職員等となっ

た日の前日において任期が

満了することにより退職す

ることとなるものとみなし



て同号の規定を適用した場

合に得られる日数と当該年

の前年における年次休暇に

相当する休暇の残日数とを

合計した日数から、同日ま

での間に使用した年次休暇

に相当する休暇の日数（１

日未満の端数があるときは

、これを切り上げた日数）

を減じて得た日数を加えて

得た日数

（削る） (ｱ) 当該年の前年に再任用

職員に相当する行政執行

法人職員等から引き続き

当該年の初日後に再任用

職員となった場合 当該

年における再任用職員に

相当する行政執行法人職

員等として在職した期間

を当該行政執行法人職員

等が相当する再任用職員

として在職したものとみ

なして勤務時間法第１７

条第１項第１号又は第２

号の規定を適用した場合

に得られる日数に、当該



年の前年における年次休

暇に相当する休暇の残日

数を加えて得た日数から

、当該年において再任用

職員となった日の前日ま

での間に使用した年次休

暇に相当する休暇の日数

（１日未満の端数がある

ときは、これを切り上げ

た日数）を減じて得た日

数

（削る） (ｲ) (ｱ)に掲げる場合以外の

場合 当該年において再

任用職員等となった日に

おいて勤務時間法第１７

条第１項第２号の規定を

適用した場合に得られる

日数（⑵において「基礎

日数」という。）に、当

該年の初日において再任

用職員等となり、かつ、

当該年において再任用職

員等となった日の前日に

おいて任期が満了するこ

とにより退職することと

なるものとみなして同号



の規定を適用した場合に

得られる日数と当該年の

前年における年次休暇に

相当する休暇の残日数と

を合計した日数から、同

日までの間に使用した年

次休暇に相当する休暇の

日数（１日未満の端数が

あるときは、これを切り

上げた日数）を減じて得

た日数を加えて得た日数

⑵ 当該年の前年に定年前再任 ⑵ 当該年の前年に再任用職員

用短時間勤務職員等であった 等であった者であって、引き

者であって、引き続き当該年 続き当該年に再任用職員等に

に定年前再任用短時間勤務職 相当する行政執行法人職員等

員等に相当する行政執行法人 となり、当該行政執行法人職

職員等となり、当該行政執行 員等から引き続き再任用職員

法人職員等から引き続き定年 等となったもの 次に掲げる

前再任用短時間勤務職員等と 場合に応じ、次に掲げる日数

なったもの 次に掲げる場合

に応じ、それぞれ次に定める

日数

ア 当該年の初日に定年前再 ア 当該年の初日に再任用職

任用短時間勤務職員等に相 員等に相当する行政執行法

当する行政執行法人職員等 人職員等となった場合 次

となった場合 基礎日数に に掲げる場合に応じ、次に



、当該年の初日において定 掲げる日数

年前再任用短時間勤務職員

等となり、かつ、当該年に

おいて定年前再任用短時間

勤務職員等となった日の前

日において任期が満了する

ことにより退職することと

なるものとみなして勤務時

間法第１７条第１項第２号

の規定を適用した場合に得

られる日数と当該年の前年

における年次休暇の残日数

（１日未満の端数があると

きは、これを切り捨てた日

数。イにおいて同じ。）と

を合計した日数から、同日

までの間に使用した年次休

暇に相当する休暇の日数（

１日未満の端数があるとき

は、これを切り上げた日数

）を減じて得た日数を加え

て得た日数

（削る） (ｱ) 当該年の前年に再任用

職員であった者から引き

続き当該年の初日に再任

用職員に相当する行政執



行法人職員等となり、当

該行政執行法人職員等か

ら引き続き再任用職員と

なった場合 当該年にお

ける当該行政執行法人職

員等となった日において

勤務時間法第１７条第１

項第１号又は第２号の規

定を適用した場合に得ら

れる日数に、当該年の前

年における年次休暇の残

日数（１日未満の端数が

あるときは、これを切り

捨てた日数。⑵において

同じ。）を加えて得た日

数から、当該年において

再任用職員となった日の

前日までの間に使用した

年次休暇に相当する休暇

の日数（１日未満の端数

があるときは、これを切

り上げた日数）を減じて

得た日数

（削る） (ｲ) (ｱ)に掲げる場合以外の

場合 基礎日数に、当該

年の初日において再任用



職員等となり、かつ、当

該年において再任用職員

等となった日の前日にお

いて任期が満了すること

により退職することとな

るものとみなして勤務時

間法第１７条第１項第２

号の規定を適用した場合

に得られる日数と当該年

の前年における年次休暇

の残日数とを合計した日

数から、同日までの間に

使用した年次休暇に相当

する休暇の日数（１日未

満の端数があるときは、

これを切り上げた日数）

を減じて得た日数を加え

て得た日数

イ 当該年の初日後に定年前 イ 当該年の初日後に再任用

再任用短時間勤務職員等に 職員等に相当する行政執行

相当する行政執行法人職員 法人職員等となり、当該行

等となり、当該行政執行法 政執行法人職員等から引き

人職員等から引き続き定年 続き再任用職員等となった

前再任用短時間勤務職員等 場合 基礎日数に、当該年

となった場合 基礎日数に の初日において再任用職員

、当該年の初日において定 等となり、かつ、当該年に



年前再任用短時間勤務職員 おいて行政執行法人職員等

等となり、かつ、当該年に となった日の前日において

おいて行政執行法人職員等 任期が満了することにより

となった日の前日において 退職することとなるものと

任期が満了することにより みなして勤務時間法第１７

退職することとなるものと 条第１項第２号の規定を適

みなして勤務時間法第１７ 用した場合に得られる日数

条第１項第２号の規定を適 、再任用職員等みなし付与

用した場合に得られる日数 日数及び当該年の前年にお

、定年前再任用短時間勤務 ける年次休暇の残日数を加

職員等みなし付与日数及び えて得た日数から、当該年

当該年の前年における年次 において再任用職員等とな

休暇の残日数を加えて得た った日の前日までの間に使

日数から、当該年において 用した年次休暇に相当する

定年前再任用短時間勤務職 休暇の日数及び使用した年

員等となった日の前日まで 次休暇の日数（これらの日

の間に使用した年次休暇に 数に１日未満の端数がある

相当する休暇の日数及び使 ときは、これを切り上げた

用した年次休暇の日数（こ 日数）を減じて得た日数

れらの日数に１日未満の端

数があるときは、これを切

り上げた日数）を減じて得

た日数

１１・１２ （略） １１・１２ （略）

１３ 当該年に、定年前再任用短 １３ 当該年に、再任用職員等が

時間勤務職員等が１週間当たり １週間当たりの勤務時間を異に



の勤務時間を異にする定年前再 する再任用職員等となり、斉一

任用短時間勤務職員等となり、 型短時間勤務職員から１週間当

斉一型短時間勤務職員から１週 たりの勤務時間を同じくする不

間当たりの勤務時間を同じくす 斉一型短時間勤務職員となり、

る不斉一型短時間勤務職員とな 若しくは不斉一型短時間勤務職

り、若しくは不斉一型短時間勤 員から１週間当たりの勤務時間

務職員から１週間当たりの勤務 を同じくする斉一型短時間勤務

時間を同じくする斉一型短時間 職員となったこと又は再任用短

勤務職員となったこと又は定年 時間勤務職員が１週間当たりの

前再任用短時間勤務職員（国家 勤務時間を同じくする任期付短

公務員法第６０条の２第２項に 時間勤務職員となり、若しくは

規定する定年前再任用短時間勤 任期付短時間勤務職員が１週間

務職員をいう。以下この項にお 当たりの勤務時間を同じくする

いて同じ。）が１週間当たりの 再任用短時間勤務職員となった

勤務時間を同じくする任期付短 こと（以下この項及び第１４の

時間勤務職員となり、若しくは 第３項において「勤務時間の変

任期付短時間勤務職員が１週間 更等」という。）があった場合

当たりの勤務時間を同じくする における年次休暇の日数は、次

定年前再任用短時間勤務職員と に掲げる場合に応じ、次に掲げ

なったこと（以下この項及び第 る日数とする。

１４の第３項において「勤務時

間の変更等」という。）があっ

た場合における年次休暇の日数

は、次に掲げる場合に応じ、そ

れぞれ次に定める日数とする。

⑴ 当該年の初日に勤務時間の ⑴ 当該年の初日に勤務時間の



変更等があった場合 同日に 変更等があった場合 同日に

おいて勤務時間の変更等があ おいて勤務時間の変更等があ

った日における定年前再任用 った日における再任用職員等

短時間勤務職員等となったも となったものとみなして勤務

のとみなして勤務時間法第１ 時間法第１７条第１項第１号

７条第１項第１号又は第２号 又は第２号の規定を適用した

の規定を適用した場合に得ら 場合に得られる日数に、当該

れる日数に、当該年の前年に 年の前年における年次休暇の

おける年次休暇の残日数（１ 残日数（１日未満の端数があ

日未満の端数があるときは、 るときは、これを切り捨てた

これを切り捨てた日数。⑵に 日数。⑵において同じ。）を

おいて同じ。）を加えて得た 加えて得た日数

日数

⑵ 当該年の初日後に勤務時間 ⑵ 当該年の初日後に勤務時間

の変更等があった場合 勤務 の変更等があった場合 勤務

時間の変更等があった日の前 時間の変更等があった日の前

日において任期が満了するこ 日において任期が満了するこ

とにより退職することとなる とにより退職することとなる

ものとみなして勤務時間法第 ものとみなして勤務時間法第

１７条第１項第２号の規定を １７条第１項第２号の規定を

適用した場合に得られる日数 適用した場合に得られる日数

に、当該勤務時間の変更等が に、当該勤務時間の変更等が

あった日において同日におけ あった日において同日におけ

る定年前再任用短時間勤務職 る再任用職員等となったもの

員等となったものとみなして とみなして同号の規定を適用

同号の規定を適用した場合に した場合に得られる日数及び



得られる日数及び当該年の前 当該年の前年における年次休

年における年次休暇の残日数 暇の残日数を加えて得た日数

を加えて得た日数から、当該 から、当該年において同日の

年において同日の前日までの 前日までの間に使用した年次

間に使用した年次休暇の日数 休暇の日数（１日未満の端数

（１日未満の端数があるとき があるときは、これを四捨五

は、これを四捨五入して得た 入して得た日数）を減じて得

日数）を減じて得た日数（当 た日数（当該日数が零を下回

該日数が零を下回る場合にあ る場合にあっては、零）

っては、零）

１４ （略） １４ （略）

１５ １日を単位とする年次休暇 １５ １日を単位とする年次休暇

は、定年前再任用短時間勤務職 は、再任用短時間勤務職員等及

員等及び育児短時間勤務職員等 び育児短時間勤務職員等以外の

以外の職員並びに不斉一型短時 職員並びに不斉一型短時間勤務

間勤務職員にあっては１回の勤 職員にあっては１回の勤務に割

務に割り振られた勤務時間が７ り振られた勤務時間が７時間を

時間を超え７時間４５分（勤務 超え７時間４５分（勤務時間法

時間法第１１条の規定により勤 第１１条の規定により勤務時間

務時間が延長された職員にあっ が延長された職員にあっては、

ては、８時間）を超えない時間 ８時間）を超えない時間とされ

とされている場合において当該 ている場合において当該勤務時

勤務時間の全てを勤務しないと 間のすべてを勤務しないときに

きに、斉一型短時間勤務職員に 、斉一型短時間勤務職員にあっ

あっては１日の勤務時間の全て ては１日の勤務時間のすべてを

を勤務しないときに使用できる 勤務しないときに使用できるも



ものとする。 のとする。

１６ 第５項、第８項、第１０項 １６ 第５項、第８項、第１０項

、第１３項及び前項に定めるも 、第１３項及び前項に定めるも

ののほか、定年前再任用短時間 ののほか、再任用職員等の年次

勤務職員等の年次休暇に関し必 休暇に関し必要な事項は、別に

要な事項は、別に定める。 定める。

２４ 「災害補償制度の運用について（昭和４８年１１月１日職厚―９０５）」

の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第５ 平均給与額関係 第５ 平均給与額関係

１ 補償法第４条第１項並びに規 １ 補償法第４条第１項並びに規

則１６―０第１２条第３号及び 則１６―０第１２条第３号及び

第１３条の「採用」には、国家 第１３条の「採用」には、再任

公務員法第６０条の２第１項、 用（国家公務員法第８１条の４

国家公務員法等の一部を改正す 第１項又は第８１条の５第１項

る法律（令和３年法律第６１号 の規定により採用することをい

。以下「令和３年改正法」とい う。）が含まれる。

う。）第１条の規定による改正

前の国家公務員法（以下「令和

５年旧法」という。）第８１条

の４第１項若しくは第８１条の

５第１項又は令和３年改正法附

則第４条第１項若しくは第２項

若しくは第５条第１項若しくは

第２項の規定による採用を含み

、令和３年改正法附則第６条第



１項又は第２項の規定によりみ

なされる採用を含まない。

２～１２ （略） ２～１２ （略）

第１４の２ 在外公館に勤務する職 第１４の２ 在外公館に勤務する職

員又は公務で外国旅行中の職員の 員又は公務で外国旅行中の職員の

特例関係 特例関係

１ 規則１６―２第２条第１項（ １ 規則１６―２第２条第１項（

同条第２項において準用する場 同条第２項において準用する場

合を含む。）の規定に基づき平 合を含む。）の規定に基づき平

均給与額の算定の基礎となる給 均給与額の算定の基礎となる給

与の総額に加える給与の額は、 与の総額に加える給与の額は、

次に掲げる給与の種類に応じ、 次に掲げる給与の種類に応じ、

１月につき、それぞれ次に掲げ １月につき、それぞれ次に掲げ

る額とする。 る額とする。

⑴～⑺ （略） ⑴～⑺ （略）

⑻ 超過勤務手当 ⑴の俸給の ⑻ 超過勤務手当 ⑴の俸給の

特別調整額が支給されたもの 特別調整額が支給されたもの

とされる者以外の者について とされる者以外の者について

、給与法第１９条の規定によ 、給与法第１９条の規定によ

る勤務１時間当たりの給与額 る勤務１時間当たりの給与額

（俸給月額に１級地支給割合 （俸給月額に１級地支給割合

を乗じて得た額の地域手当が を乗じて得た額の地域手当が

支給されているものとする。 支給されているものとする。

）の１００分の１２５に２９ ）の１００分の１２５に２９

を乗じて得た額（定年前再任 を乗じて得た額（国家公務員

用短時間勤務職員等（国家公 法第８１条の５第１項に規定



務員法第６０条の２第２項に する短時間勤務の官職を占め

規定する定年前再任用短時間 る職員（以下「再任用短時間

勤務職員（以下「定年前再任 勤務職員等」という。）、国

用短時間勤務職員」という。 家公務員の育児休業等に関す

）、令和３年改正法附則第６ る法律（平成３年法律第１０

条第１項に規定する旧国家公 ９号。以下「育児休業法」と

務員法再任用職員（以下「旧 いう。）第１３条第１項に規

法再任用職員」という。）の 定する育児短時間勤務職員及

うち令和５年旧法第８１条の び育児休業法第２２条の規定

５第１項に規定する短時間勤 による短時間勤務をしている

務の官職を占める職員、令和 職員については、実施機関が

３年改正法附則第７条第１項 人事院事務総長と協議して定

に規定する暫定再任用短時間 める額）

勤務職員及び国家公務員の育

児休業等に関する法律（平成

３年法律第１０９号。以下「

育児休業法」という。）第２

３条第２項に規定する任期付

短時間勤務職員（以下「任期

付短時間勤務職員」という。

）をいう。以下同じ。）、育

児休業法第１３条第１項に規

定する育児短時間勤務職員及

び育児休業法第２２条の規定

による短時間勤務をしている

職員については、実施機関が



人事院事務総長と協議して定

める額）

２ （略） ２ （略）

第１８ 福祉事業関係 第１８ 福祉事業関係

１～１１ （略） １～１１ （略）

１２ 特別給支給率の取扱いにつ １２ 特別給支給率の取扱いにつ

いては、次による。 いては、次による。

⑴ 規則１６―３第１９条の６ ⑴ 規則１６―３第１９条の６

第１項の「人事院が定める者 第１項の「人事院が定める者

」とは、同項の規定による特 」とは、同項の規定による特

別給支給率を計算することが 別給支給率を計算することが

できない職員、同項の期間内 できない職員、同項の期間内

に採用され、復職し、又は職 に採用され、復職し、又は職

務に復帰したためその期間内 務に復帰したためその期間内

に給与法の規定による期末手 に給与法の規定による期末手

当及び勤勉手当、一般職の任 当及び勤勉手当、一般職の任

期付職員の採用及び給与の特 期付職員の採用及び給与の特

例に関する法律（平成１２年 例に関する法律（平成１２年

法律第１２５号）第７条第４ 法律第１２５号）第７条第４

項に規定する特定任期付職員 項に規定する特定任期付職員

業績手当並びに一般職の任期 業績手当並びに一般職の任期

付研究員の採用、給与及び勤 付研究員の採用、給与及び勤

務時間の特例に関する法律（ 務時間の特例に関する法律（

平成９年法律第６５号）第６ 平成９年法律第６５号）第６

条第５項に規定する任期付研 条第５項に規定する任期付研

究員業績手当若しくはこれら 究員業績手当若しくはこれら



に相当する給与（以下「特別 に相当する給与（以下「特別

給」という。）が支払われな 給」という。）が支払われな

かった職員又は支払われた特 かった職員又は支払われた特

別給の総額が著しく少ない職 別給の総額が著しく少ない職

員その他規則１６―３第１９ 員その他規則１６―３第１９

条の６第１項の規定により計 条の６第１項の規定により計

算された特別給支給率が公正 算された特別給支給率が公正

を欠くと認められる職員をい を欠くと認められる職員をい

い、これには、同項の規定に い、これには、同項の規定に

より計算して得た特別給支給 より計算して得た特別給支給

率が１００分の２０に満たな 率が１００分の２０に満たな

い次に掲げる職員が含まれる。 い次に掲げる職員が含まれる。

ア 常勤職員（令和３年改正 ア 常勤職員（国家公務員法

法附則第３条第４項に規定 第８１条の４第１項の規定

する暫定再任用職員（以下 により採用された職員を除

「暫定再任用職員」という く。⑵において同じ。）及

。）又は旧法再任用職員で び育児休業法第２３条第２

あるものを除く。⑵におい 項に規定する任期付短時間

て同じ。）及び任期付短時 勤務職員（以下「任期付短

間勤務職員 時間勤務職員」という。）

イ 定年前再任用短時間勤務 イ 国家公務員法第８１条の

職員、暫定再任用職員、旧 ４第１項又は第８１条の５

法再任用職員及び給与に関 第１項の規定により採用さ

する規程により特別給を支 れた職員（以下「再任用職

給されることとされている 員」という。）及び給与に

非常勤職員（定年前再任用 関する規程により特別給を



短時間勤務職員等を除く。 支給されることとされてい

⑵において同じ。）で規則 る非常勤職員（再任用短時

１６―３第１９条の６第１ 間勤務職員等を除く。⑵に

項の規定により計算して得 おいて同じ。）で規則１６

た特別給支給率が、事故発 ―３第１９条の６第１項の

生日の属する月の前月の末 規定により計算して得た特

日から起算して過去１年間 別給支給率が、事故発生日

に引き続き勤務していたも の属する月の前月の末日か

のとした場合に支払われる ら起算して過去１年間に引

こととなる特別給の総額（ き続き勤務していたものと

定年前再任用短時間勤務職 した場合に支払われること

員、暫定再任用職員及び旧 となる特別給の総額（再任

法再任用職員の勤勉手当の 用職員の勤勉手当の額は、

額は、人事院規則９―４０ 人事院規則９―４０（期末

（期末手当及び勤勉手当） 手当及び勤勉手当）第１３

第１３条の２第１項第１号 条の２第１項第１号ロ（専

ロ（専門スタッフ職俸給表 門スタッフ職俸給表の適用

の適用を受ける職員にあっ を受ける職員にあっては同

ては、同項第２号ロ）に定 項第２号ロ、指定職俸給表

める率をその者の成績率と の適用を受ける職員にあっ

して算出するものとする。 ては同項第３号ロ）に定め

）の事故発生日における補 る率をその者の成績率とし

償法第４条の規定により平 て算出するものとする。）

均給与額として計算した額 の事故発生日における補償

に３６５を乗じて得た額に 法第４条の規定により平均

対する率（⑵において「み 給与額として計算した額に



なし計算による特別給支給 ３６５を乗じて得た額に対

率」という。）に満たない する率（⑵において「みな

者 し計算による特別給支給率

」という。）に満たない者

⑵ 規則１６―３第１９条の６ ⑵ 規則１６―３第１９条の６

第１項の「人事院が定める率 第１項の「人事院が定める率

」とは、⑴の職員のうち、常 」とは、⑴の職員のうち、常

勤職員及び任期付短時間勤務 勤職員及び任期付短時間勤務

職員にあっては１００分の２ 職員にあっては１００分の２

０を、定年前再任用短時間勤 ０を、再任用職員及び非常勤

務職員、暫定再任用職員、旧 職員にあっては実施機関が人

法再任用職員及び非常勤職員 事院事務総長の承認を得て定

にあっては実施機関が人事院 める率をいう。ただし、⑴の

事務総長の承認を得て定める イの職員についてみなし計算

率をいう。ただし、⑴のイの による特別給支給率（その率

職員についてみなし計算によ が１００分の２０を超える場

る特別給支給率（その率が１ 合は１００分の２０とする。

００分の２０を超える場合は ）とするときは、人事院事務

１００分の２０とする。）と 総長の承認があったものとし

するときは、人事院事務総長 て取り扱うことができる。

の承認があったものとして取

り扱うことができる。

１３～１６ （略） １３～１６ （略）

２５ 「国際機関等に派遣される一般職の国家公務員の処遇等に関する法律およ

び人事院規則１８―０（職員の国際機関等への派遣）の運用について（昭和４

５年１２月２５日任企―８８７）」の一部を次の表により改正する。



改 正 後 改 正 前

規則１８―０関係 規則１８―０関係

第１条関係 第１条関係

この条の第５号の「勤務延長職 この条の第４号の「勤務延長職

員」とは、国家公務員法（昭和２ 員」とは、国家公務員法（昭和２

２年法律第１２０号）第８１条の ２年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定により ３第１項（国家公務員法の一部を

定年退職日の翌日以降引き続いて 改正する法律（昭和５６年法律第

勤務している職員をいう。 ７７号）附則第４条において準用

する場合を含む。）の規定により

引き続いて勤務している職員をい

う。

別紙 別紙

１～３ （略） １～３ （略）

（記入要領） （記入要領）

１～１０ （略） １～１０ （略）

１１ 派遣の期間中に一般職の職員 （新設）

の給与に関する法律附則第８項の

規定の適用を受けることとなった

職員については、⑬欄又は㉔欄に

「 年 月 日給与法附則第８項

適用」等と記入する。

２６ 「育児休業等の運用について（平成４年１月１７日職福―２０）」の一部

を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第１ 総則関係 第１ 総則関係



１～６ （略） １～６ （略）

７ 人事院規則１９―０（職員の ７ 人事院規則１９―０（職員の

育児休業等）（以下「規則」と 育児休業等）（以下「規則」と

いう。）第３条第３号又は第１ いう。）第３条第２号又は第１

７条第３号の「勤務延長職員」 ７条第２号の「勤務延長職員」

とは、国家公務員法（昭和２２ とは、国家公務員法（昭和２２

年法律第１２０号）第８１条の 年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定によ ３第１項の規定により定年退職

り定年退職日の翌日以降引き続 の翌日以降引き続いて勤務して

いて勤務している職員をいう。 いる職員をいう。

８ 規則第３条第４号イ⑴及びハ ８ 規則第３条第３号イ⑴及びハ

、第３条の３第３号、第３条の 、第３条の３第３号、第３条の

４並びに第４条第８号の「引き ４並びに第４条第８号の「引き

続き採用」されるものであるか 続き採用」されるものであるか

どうかの判断は、その雇用形態 どうかの判断は、その雇用形態

が社会通念上中断されていない が社会通念上中断されていない

と認められるかどうかにより行 と認められるかどうかにより行

うものとする。 うものとする。

９～１４ （略） ９～１４ （略）

第２ 育児休業の承認関係 第２ 育児休業の承認関係

１～３ （略） １～３ （略）

４ 規則第３条第４号イに掲げる ４ 規則第３条第３号イに掲げる

非常勤職員に該当するかどうか 非常勤職員に該当するかどうか

の判断は、育児休業の承認の請 の判断は、育児休業の承認の請

求があった時点において判明し 求があった時点において判明し

ている事情に基づき行うものと ている事情に基づき行うものと



する。 する。

５ 規則第３条第４号イ⑵の「人 ５ 規則第３条第３号イ⑵の「人

事院が定める非常勤職員」は、 事院が定める非常勤職員」は、

１週間の勤務日が３日以上とさ １週間の勤務日が３日以上とさ

れている非常勤職員又は週以外 れている非常勤職員又は週以外

の期間によって勤務日が定めら の期間によって勤務日が定めら

れている非常勤職員で１年間の れている非常勤職員で１年間の

勤務日が１２１日以上である非 勤務日が１２１日以上である非

常勤職員とする。 常勤職員とする。

６～９ （略） ６～９ （略）

２７ 「国と民間企業との間の人事交流の運用について（平成２６年５月２９日

人企―６６０）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

規則第５条関係 規則第５条関係

この条の第５号の「勤務延長職 この条の第４号の「勤務延長職

員」とは、国家公務員法（昭和２ 員」とは、国家公務員法（昭和２

２年法律第１２０号）第８１条の ２年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定により ３第１項の規定により定年退職日

定年退職日の翌日以降引き続いて の翌日以降引き続いて勤務してい

勤務している職員をいう。 る職員をいう。

２８ 「検察官その他の職員の法科大学院への派遣の運用について（平成１５年

１０月１日人企─８２５）」の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

規則第３条関係 規則第３条関係

この条の第３号の「勤務延長職 この条の第２号の「勤務延長職

員」とは、国家公務員法（昭和２ 員」とは、国家公務員法（昭和２



２年法律第１２０号）第８１条の ２年法律第１２０号）第８１条の

７第１項又は第２項の規定により ３第１項の規定により定年退職日

定年退職日の翌日以降引き続いて の翌日以降引き続いて勤務してい

勤務している職員をいう。 る職員をいう。

規則第８条関係 規則第８条関係

１ （略） １ （略）

２ この条の規定による特定給与 ２ この条の規定による特定給与

（この条の第３項に規定する特 （この条の第３項に規定する特

定給与をいう。以下同じ。）の 定給与をいう。規則第１６条関

支給割合の決定等については、 係において同じ。）の支給割合

その過程を明確にして行うとと の決定等については、その過程

もに、その内容を適切に把握し を明確にして行うとともに、そ

ておくものとする。 の内容を適切に把握しておくも

のとする。

規則第１３条関係 規則第１３条関係

１ ２以上の法科大学院において １ ２以上の法科大学院において

教授等の業務を行う第１１条派 教授等の業務を行う第１１条派

遣職員（この条の第１項に規定 遣職員（この条の第１項に規定

する第１１条派遣職員をいう。 する第１１条派遣職員をいう。

以下同じ。）のこの条の第１項 第３項及び規則第１６条関係に

に規定する派遣先報酬等の額に おいて同じ。）のこの条の第１

ついては、それぞれの派遣先法 項に規定する派遣先報酬等の額

科大学院の法科大学院設置者か については、それぞれの派遣先

ら受ける教授等の業務に係る報 法科大学院の法科大学院設置者

酬等の額の合計額とする。 から受ける教授等の業務に係る

報酬等の額の合計額とする。



２～４ （略） ２～４ （略）

規則第１６条関係 規則第１６条関係

人事異動通知書の「異動内容」 人事異動通知書の「異動内容」

欄の記入要領は、次のとおりとす 欄の記入要領は、次のとおりとす

る。 る。

一～九 （略） 一～九 （略）

十 第４条派遣職員（規則第８条 十 第４条派遣職員（規則第８条

第１項に規定する第４条派遣職 第１項に規定する第４条派遣職

員をいう。次号及び規則附則第 員をいう。次号において同じ。

２条関係第１項において同じ。 ）について、その派遣の期間中

）について、その派遣の期間中 に特定給与を支給することとな

に特定給与を支給することとな ったことに人事異動通知書を用

ったことに人事異動通知書を用 いる場合

いる場合 「 年 月 日以後、派遣の

「 年 月 日以後、派遣の 期間中、給与の減額分の１

期間中、給与の減額分の１ ００分の を支給する」

００分の を支給する」 と記入する。

と記入する。

十一 （略） 十一 （略）

十二 第１１条派遣職員について 十二 第１１条派遣職員について

、その派遣の期間中に俸給等（ 、その派遣の期間中に俸給等（

規則第１３条第１項に規定する 規則第１３条第１項に規定する

俸給等をいう。次号及び規則附 俸給等をいう。次号において同

則第３条関係第１項において同 じ。）を支給することとなった

じ。）を支給することとなった ことに人事異動通知書を用いる

ことに人事異動通知書を用いる 場合



場合 「 年 月 日以後、派遣の

「 年 月 日以後、派遣の 期間中、俸給、扶養手当、

期間中、俸給、扶養手当、 地域手当、広域異動手当、

地域手当、広域異動手当、 研究員調整手当、住居手当

研究員調整手当、住居手当 及び期末手当のそれぞれ１

及び期末手当のそれぞれ１ ００分の を支給する」

００分の を支給する」 と記入する。

と記入する。

十三 （略） 十三 （略）

規則第１７条関係 規則第１７条関係

（略） （略）

規則附則第２条関係 （新設）

１ この条の第１項の規定により （新設）

、特定給与の支給割合を決定し

、又は特定給与を支給しないも

のとすることとなった第４条派

遣職員（同項の規定により特定

給与の支給割合を決定し、又は

特定給与を支給しないものとす

ることとなった日において、派

遣の期間を延長され、規則第１

６条第２号に掲げる場合に同条

の規定により人事異動通知書が

交付される第４条派遣職員を除

く。）に対しては、人事異動通

知書又はこれに代わる文書（以



下「通知書等」という。）によ

り特定給与の支給割合又は特定

給与を支給しない旨を通知する

ものとする。ただし、通知書等

の交付によらないことを適当と

認める場合には、適当な方法を

もって通知書等の交付に代える

ことができる。

２ 前項の規定による通知におい （新設）

て、人事異動通知書を用いる場

合の「異動内容」欄の記入要領

は、規則第１６条関係第１１号

の規定の例によるものとする。

規則附則第３条関係 （新設）

１ この条の第１項の規定により （新設）

、俸給等の支給割合を決定し、

又は俸給等を支給しないものと

することとなった第１１条派遣

職員（同項の規定により俸給等

の支給割合を決定し、又は俸給

等を支給しないものとすること

となった日において、派遣の期

間を延長され、規則第１６条第

２号に掲げる場合に同条の規定

により人事異動通知書が交付さ

れる第１１条派遣職員を除く。



）に対しては、通知書等により

俸給等の支給割合又は俸給等を

支給しない旨を通知するものと

する。ただし、通知書等の交付

によらないことを適当と認める

場合には、適当な方法をもって

通知書等の交付に代えることが

できる。

２ 前項の規定による通知におい （新設）

て、人事異動通知書を用いる場

合の「異動内容」欄の記入要領

は、規則第１６条関係第１３号

の規定の例によるものとする。

別紙 別紙

１～３ （略） １～３ （略）

（記入要領） （記入要領）

１～13 （略） １～13 （略）

14 派遣の期間中に一般職の職員の （新設）

給与に関する法律（昭和２５年法

律第９５号）附則第８項の規定の

適用を受けることとなった職員に

ついては、⑫欄又は㉖欄に「 年

月 日給与法附則第８項適用」

等と記入する。

２９ 「自己啓発等休業の運用について（平成１９年７月２０日職職―２５６）

」の一部を次の表により改正する。



改 正 後 改 正 前

第１ 自己啓発等休業の承認関係 第１ 自己啓発等休業の承認関係

１～６ （略） １～６ （略）

７ 人事院規則２５―０（職員の ７ 人事院規則２５―０（職員の

自己啓発等休業）（以下「規則 自己啓発等休業）（以下「規則

」という。）第２条第４号の「 」という。）第２条第３号の「

勤務延長職員」とは、国家公務 勤務延長職員」とは、国家公務

員法（昭和２２年法律第１２０ 員法（昭和２２年法律第１２０

号）第８１条の７第１項又は第 号）第８１条の３第１項の規定

２項の規定により定年退職日の により定年退職日の翌日以降引

翌日以降引き続いて勤務してい き続いて勤務している職員をい

る職員をいう。 う。

８ （略） ８ （略）

３０ 「配偶者同行休業の運用について（平成２６年２月１３日職職―４０）」

の一部を次の表により改正する。

改 正 後 改 正 前

第１ 定義関係 第１ 定義関係

１ 人事院規則２６―０（職員の １ 人事院規則２６―０（職員の

配偶者同行休業）（以下「規則 配偶者同行休業）（以下「規則

」という。）第４条第５号の「 」という。）第４条第４号の「

勤務延長職員」とは、国家公務 勤務延長職員」とは、国家公務

員法（昭和２２年法律第１２０ 員法（昭和２２年法律第１２０

号）第８１条の７第１項又は第 号）第８１条の３第１項の規定

２項の規定により定年退職日の により定年退職日の翌日以降引

翌日以降引き続いて勤務してい き続いて勤務している職員をい

る職員をいう。 う。



２～４ （略） ２～４ （略）

以 上


